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序章 
第１節 研究の背景および意義 
１．学校における健康診断の歴史的背景から⾒る運動器検診の位置づけ1) 2)  

 本研究のテーマである運動器検診の到達点と課題を解明するために、まずは⽇本の学校
で実施される児童⽣徒の健康診断の歴史を概観し、学校の健康診断における運動器検診の
位置づけを⽰すこととする。 

学校の健康診断の歴史は、明治時代にさかのぼる。1872 年、欧⽶の学校制度を取り⼊れ
た⽂部省直轄下による全国統⼀の学校制度が誕⽣した。藩校の統⼀など学校制度が充実す
る⼀⽅、虚弱者、病気による休学などへの対策として、⽶国より指導者を招き体操教育の
普及がはかられ、その効果判定の⽬的で体格・体⼒の測定を⾏い、これを活⼒検査と称し
た。1888 年から、この活⼒検査は⽂部省の直轄する学校全てにおいて⾏われるようになっ
た。 
 1898 年に「公⽴学校ニ学校医ヲ置クノ件」という勅令を契機として学校医制度が創⽴さ
れ、学校医の職務として毎年 4 ⽉と 10 ⽉の２回、⾝体検査を⾏うことになった。項⽬
は、⾝⻑、体重、胸囲、脊柱、体格、視⼒、眼疾、聴⼒、⽿疾、⻭⽛であり、現⾏の健康
診断の原型となった3)。 
 1920 年に「学⽣⽣徒児童⾝体検査規程」が改正され、検査後の事後措置に重点を置くよ
うになった。また、学校医の職務規程も同時に改正され、執務事項の⼀つに「病者、虚弱
者、精神薄弱者ノ監督養護ニ関スル事項」が新たに加わった。学校医として、内科・⼩児
科に加え、眼科、⽿⿐科、⻭科等を考慮した体制がとられ、学校には特別な部屋として衛
⽣室（現在の保健室）が設けられるようになった4)。 
 1937 年に学校⾝体検査規程が制定公布された。戦時下にあって「⾝体の養護鍛錬を適切
にし、体位の向上と健康の増進」が⽬的であった。従来の疾病者の治療、保護措置から全
児童を対象としたものに⼤きく転換した。⾝体検査は６⽉末まで年１回に改正され、項⽬
には座⾼、胸郭が⼊り、その他の疾病・異常に「⾻および関節の異常、四肢の運動障害」
が加わった。1944 年に座⾼、胸郭が削除され、脊柱については姿勢に注意することとされ
た。 
 1945 年のポツダム宣⾔受諾により戦争は終結したが、栄養状態不良や⾮衛⽣的⽣活の状
況に置かれることにより、学童の健康状態や発育状態は悪化した。急性伝染病、結核、ト
ラコーマ、⽪膚疾患、栄養失調など様々な疾病が蔓延する状況であった5)。そのような
中、GHQ、CIE の助⾔、指導による教育改⾰が推進された6)。1947 年に教育基本法が公布
され、教育の⽬的として「⼼⾝ともに健康な国⺠の育成」が⽰された。また、学校教育法
が公布され、「教育の達成⽬標は健康にある」ことが⽰された。1949 年、⽂部省設置法が
制定された。第５条で「学校保健とは学校における保健教育と保健管理をいう」と規定さ
れた。同年、学校⾝体検査規程が制定された。その際、座⾼、胸郭が復活した。脊柱につ
いてはカリエスに注意するとされた。形態は、平背、円背、⻲背、側弯を区別し記載する
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とされた。胸郭は、扁平胸、鳩胸、漏⽃胸を記⼊することになった。 
 このように明治初期から脊柱彎曲や姿勢といった運動器の疾病や異常が注⽬されてき
た。1970 年以降、⼩児の⼤腿四頭筋や上肢筋の拘縮症が医学的・社会的にも問題となり、
1974 年および 1976 年にこれらの診断基準が⽰され、就学時および定期健診時に本症の発
⾒に努めると定められた7)。1977 年に⼊り脊柱側弯症の早期発⾒について、定期健康診断
の留意点が図⽰されるとともに検診⽅法が通知された。また、カリエスの減少と側弯症へ
の対応の必要性から、1978 年に「脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無」の項⽬の⼀つとし
て脊柱側弯症が明記され、「カリエスに注意する。」という条⽂は「側わん症等に注意す
る。」に改正された8)。しかし、四肢の⾻・関節の異常については、触れられていなかっ
た。 
 児童⽣徒のスポーツ活動が活発になり、スポーツに関わる外傷や障害が増加した9)。⽇
本体育・学校健康センター（現⽇本スポーツ振興センター）のデータにおいても、学校管
理下における児童⽣徒の負傷・疾病の発⽣件数は増加傾向であり、その内訳の多くは負傷
で部位は、四肢が半数以上を占めていた10)。そのような背景を含め国は、1994 年になって
四肢の⾻・関節の異常に関しては、⽂部省体育局⻑通知による施⾏細則の補⾜事項とし
て、『脊柱及び胸郭の検査の際には合わせ⾻・関節の異常及び四肢の状態にも注意するこ
と』を⽰した11)。また、2006 年には⽇本学校保健会発⾏の「児童⽣徒の健康診断マニュア
ル（改訂版）」に四肢の検査の⽬的と意義および四肢関節簡便検査法やスポーツ外傷の解
説等が記載され12)、運動器疾患・障害の早期発⾒と適切な事後措置と対応への啓発が学校
保健現場に図られた。しかし、これらには法的強制⼒がなく、具体的判定基準が不明確で
あったため実効性が乏しく、また時間的制約が⼤きいことや、「内科検診」を担当する多
くの学校医が内科・⼩児科医であったことから、側弯症の検査のみなされるか、側弯症の
検査すらなされない学校も存在する状況が持続していた13)14)。 
 2009 年に学校保健法は、安全管理に関する条項が加えられるかたちで学校保健安全法に
改正された15)。学校保健安全法の第 11 条から第 18 条までが、就学時の健康診断を規定
し、その施⾏令２条16)および施⾏規則６条および７条17)で具体的検査項⽬をあげているも
のの、その内容は学校保健法を踏襲するものであった。 

 
２．学校の定期健康診断に運動器の検査が必須化される経緯18) 

児童⽣徒等の運動器における問題の変化について警鐘を鳴らし、運動器疾患・障害の早
期発⾒の重要性を指摘していた京都の学校医・⼩児科医である福⽥濶が、当時東京⼤学教
授の武藤芳照に「児童⽣徒の運動器疾患・障害を早期発⾒する国家的な仕組み作りが必要
であり、それを⽬標にした事業を是⾮『運動器の 10 年』⽇本委員会として⽴ち上げられ
たい」との FAX を送ったことが、その後、学校の定期健康診断に運動器検査が導⼊され
るようになる法改正に⾄った契機と⾔われている19)。この「運動器の 10 年」⽇本委員会
は、スウェーデンに始まった「Bone and Joint Decade」世界運動20)に連動する形で 2000
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年に「⾻と関節の 10 年」⽇本委員会として発⾜された21)。この「Bone and Joint 
Decade」世界運動は、筋⾻格系疾患が社会と保健医療システムと個⼈に与える影響の重⼤
さを認識するために制定された世界運動である22)。 

「⾻と関節の 10 年」⽇本委員会は、2002 年に「運動器の 10 年」⽇本委員会として改
称され、「運動器」という⾔葉の定着、運動器が健全であることの重要性、運動器疾患の
早期発⾒と予防体制の確⽴を⽬標に掲げ、児童⽣徒等の運動器および運動器疾患に係る実
態についての国⺠に向けた啓発活動を広く⾏うとともに早期発⾒のための具体的⽅法を提
⽰した23)24)。また、2008 年には、⽂部科学省中央教育審議会の「⼦どもの⼼⾝の健康を守
り、安全安⼼を確保するために学校全体としての取組を進めるための⽅策について」にお
いて「過度な運動・スポーツによる運動器疾患を抱える⼦どもも⾒られる状況にある。」
との答申がなされた25)。このとき、初めて「運動器」が公⽂書の⽂⾔として掲載され、⽇
本は次世代への運動器疾患へ関⼼を向けた。⽇本医師会学校保健会の学校保健委員会答申
においても運動器疾患に関する実態に即した健診の在り⽅が検討されるなど積極的な活動
が展開されていた26)27)。2016 年、「運動器の 10 年」⽇本委員会は、公益財団法⼈「運動器
の 10 年・⽇本協会」になり、2018 年 1 ⽉に公益財団法⼈「運動器の健康・⽇本協会」に
発展し現在に⾄る28)。 

以上のような経緯を経て、2014 年 4 ⽉ 30 ⽇、「学校保健安全法施⾏規則の⼀部を改正
する省令（平成 26 年⽂部科学省省令第 21 号）」が公布されることとなった。本省令によ
って 2016 年 4 ⽉から定期健康診断での必須項⽬に「四肢の状態」が加えられ、学校保健
安全法施⾏規則の児童⽣徒等の健康診断の検査項⽬が、「脊柱及び胸郭の疾病及び異常の
有無並びに四肢の状態」となった29)30)。 
  
３．運動器検診の導⼊の意義と課題 
 運動器検診が導⼊された⽬的とは、「近年における児童⽣徒等の健康上の問題の変化、
医療技術の進歩、地域における保健医療の状況の変化などを踏まえ、児童⽣徒等の健康診
断の検査項⽬等の⾒直しを⾏う」31)ことにあるとされている。 

また、運動器疾患を患う児童⽣徒は、整形外科専⾨医が検診を⾏った場合、6〜15.7％
（推定罹患率も含む）との報告があり32)33)学校の定期健康診断でスクリーニングされてい
る他の疾患の被患率と⽐較して同程度であった34)。加えて、しゃがみ込みができない・⽚
脚⽴ちができないなど基本動作ができない（運動器機能不全）を有する児童⽣徒は、25〜
41.6％いたとの報告もされている35)36)。児童⽣徒の運動器に関する健康課題について実態
報告が多くなされており、定期健康診断に運動器検診を導⼊する意義を裏付けている。 

2016〜2019 年度の学校保健統計調査によれば、脊柱・胸郭・四肢のいずれかが異常と
判定された者の割合は、いずれも４％未満37)であった。これは、帖佐ら38)が報告した運動
器疾患推定罹患率 8.8〜15.7％に対して低いものの、運動器検診義務化前39)と⽐較すると児
童⽣徒の運動器疾患の早期発⾒が向上していると⾔える。 
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しかしながら、運動器検診には多くの課題が残されている。その１つとして挙げられる
のが、運動器検診の実施⽅法に関するものである。学校保健会が推奨している運動器検査
の項⽬が理解しづらく、判断基準が不明であるという指摘がある40)。何かしら変更を施し
た保健調査票で調査を⾏った養護教諭が約６割おり、学校医による腰部や四肢についての
診察がなされていない学校は３割から５割にもなるという報告がなされている41)。学校保
健会が推奨しているマニュアル通りに運動器検診が⾏われていない実態がある。 
 また、運動器検診で脊柱・胸郭・四肢のいずれかが異常と判定された者の割合は推定を
下回っており42)43)、検査項⽬のカテゴリやその精度についての課題も⽰唆されている。マ
ニュアル通りに運動器検診が実施されない理由が、検査項⽬のカテゴリや精度それ⾃体に
あるとすれば、それらを精査する必要がある。その結果、項⽬のカテゴリや精度に問題が
あるのであれば、理解しやすくて判断基準の明確な検診項⽬を実現し、養護教諭を中核と
した運動器検診の実施を⽬指すことになる。それらに問題がないのであれば、上記の課題
に取り組む必要がある。 

他にも、運動器検診を実施する医師の専⾨性も指摘されている。運動器検診に関する実
践報告の多くは、整形外科医が主体のものであり44)45)46)47)48)49)50)51)52)、⼩児科や内科など運動
器を専⾨としない学校医の実践報告53)54)55)は少ない。学校で実施される定期健康診断には時
間的・⼈的な制約があり、多くの学校では、運動器の専⾨でない⼩児科・内科などの学校
医が運動器検診を実施している現状がある。慣れない検診の実施に不安を感じる学校医が
多いと推察される56)。だとすれば、学校保健の中核である養護教諭によって、各学校の実
情を踏まえた円滑な連携体制を築く必要があると考えられるが、養護教諭による運動器検
診の検査項⽬についての⼗分な理解がその前提となる。 
 つまり、運動器検診の課題に取り組むためには、まず養護教諭が運動器検診の何に困難
感を覚えているのかを明確にすることが求められる。運動器検診の項⽬がなぜ理解しづら
く、その判断基準が不明だと思われるのか。項⽬のカテゴリや精度の問題なのか。それら
の点が明確になればマニュアル通りに実施されていない実態の改善につながり、学校医と
の連携体制の構築にもつながると考えられる。 
 もう１つの課題として挙げられるのが、運動器検診の結果が保健教育につながっていな
いというものである。学校の定期健康診断は、上記のような器質的に問題がある疾病のス
クリーニングの役割のみならず、児童⽣徒の健康課題を明らかにして保健教育に役⽴てる
という役割がある57)。 

学校保健会が推奨している運動器に関する保健調査票の項⽬58)である「しゃがみこみが
できない」「⽚脚⽴ちが 5 秒以上できない」「腕、脚に動きが悪いところがある」に該当す
る児童⽣徒が、約 4 割いるという報告がある59)。このような基本動作ができない運動器機
能不全の状態で運動・スポーツを⾏えば運動器外傷・障害が⽣じやすいことが懸念される
60)61)。そのため、その対策の⼀つとしてストレッチングが推奨されている62)63)。 

多くの学校で運動器の専⾨でない⼩児科・内科などの学校医が運動器検診を実施してい
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る現状がある。そのため、学校保健の中核である養護教諭によって、各学校の実情を踏ま
えた円滑な連携体制を築く必要があると考えられ、養護教諭による運動器検診の結果を踏
まえた保健教育についての⼗分な理解がその前提となる。しかし、学校で保健教育として
ストレッチングを実施するにあたりその⽅法について検証している研究は少なく64)65)、実
施⽅法が確⽴していない。 
 
第２節 研究の⽬的 
 本研究では上述の課題を踏まえ、課題の解決を図りながら運動器検診を効果的な保健管
理・保健教育に活かすための⽅策を明らかにすることを本研究の⽬的として位置づけた。 

まずは学校保健の中核となる養護教諭を対象としたアンケート調査および⼩学校から⾼
等学校段階までの運動器検診の結果を量的・質的に分析し、現⾏の運動器検診の到達点と
課題についての知⾒を得ることを⽬的とした。具体的には、運動器検診に関するアンケー
ト調査や学校の運動器検診結果 （保健調査票、運動器検診結果、医療機関の受診結果）を
調査し、実態やその課題を把握した。 

その知⾒を踏まえたうえで、運動器に関する保健調査票の項⽬の妥当性やその結果につ
いての研究を⾏うこととした。運動器検診が児童⽣徒の運動器疾患の早期発⾒のスクリー
ニングとして機能しているのか、また、保健調査票の項⽬から把握できる運動器の状態の
変化が、保健教育として活⽤できるのかについて運動器検診の結果を⽤いて検証した。さ
らに詳細は第Ⅱ章で述べるが、スクリーニングの結果として「過度な運動・スポーツによ
る運動器疾患・障害を抱える⼦ども」のみならず、運動不⾜・過多などによる柔軟性の低
下した児童⽣徒をひろうことができた。その改善⽅法として推奨されてきたストレッチン
グ66)67)による保健教育を実践・検証し、運動器検診を児童⽣徒の運動器に関する効果的な
保健管理・保健教育に活かすための実証的な知⾒を得ることを⽬的とした。 
 
第３節 本論の構成 
 本研究は５章構成である。序章では、学校における健康診断の歴史的背景を含め、児童
⽣徒の運動器における課題を明確にし、運動器検診導⼊の意義と課題を⽰した。それらを
踏まえ、課題の解決を図りながら運動器検診を効果的な保健管理・保健教育に活かすため
の⽅策を明らかにすることを本研究の⽬的として位置づけた。 

第Ⅰ章では、運動器検診の実態と課題を学校保健の中核である養護教諭へのアンケート
調査によって明らかにした。運動器健診を実施する学校医が整形外科専⾨でないことを考
慮すると運動器検診の成否の鍵を握る養護教諭の役割が重要であり、何に困難感を覚えて
いるのか、運動器検診の検査項⽬がなぜ理解しづらく、その判断基準が不明だと思われる
のかを明らかにし、運動器検診の運営上の実態や課題を明らかにすることを⽬的とした。
具体的には、運動器検診が導⼊された 2016 年に A 県の公私⽴⼩中⾼等学校及び特別⽀援
学校に所属している養護教諭 291 ⼈（有効回答率 48.7％）を対象に運動器検診に関するア
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ンケート調査を実施し、量的・質的分析を⾏い、考察を加えた。運動器検診において整形
外科医などの専⾨家と学校との連携体制、保健調査票を含む実施⽅法の有効性や事後措置
としての保健教育について課題があることを⽰した。 

第Ⅱ章では、運動器検診のスクリーニング検査としての実態から、運動器の検査や保健
調査票の項⽬のスクリーニング精度や明らかとなる運動器疾患、健康課題を明らかにする
ことを⽬的とした。具体的には、Ａ⼩学校、Ｂ中⾼⼀貫校に在籍する児童⽣徒 1,214 ⼈を
対象に運動器検診のスクリーニング結果を収集し、量的・質的分析を⾏い、考察を加えた。
その結果、側弯症は、事前にイラスト付きの保健調査票で⽴位検査・前屈検査を正確に調
査したうえで視診による⽴位検査・前屈検査を実施することが望ましいことを明らかにし
た。下肢の運動器障害は、疼痛症状とスポーツ活動状況を把握することが有効であること
を⽰した。その他の「しゃがみ込みができない」「⽚脚⽴ちが５秒以上できない」などの
項⽬も感度が低いため、単独ではスクリーニングとしての精度は低かったが、特異度が⾼
く、運動器に問題がないことを確認する項⽬として有効であった。また、柔軟性の低下な
ど運動器機能不全を有した児童⽣徒を把握することができ、校種があがるにつれ増加して
いることが明らかとなった。 

第Ⅲ章では、児童⽣徒の運動器機能不全の対策の⼀つとして推奨されているストレッチ
ングについて、保健教育として実施し、その効果を検証することを⽬的とした。第Ⅱ章よ
り柔軟性低下など運動器機能不全を有している児童⽣徒は、校種があがるにつれ、増加し
ていたことを踏まえ、予防の観点から⼩学⽣を対象としたオリジナルの静的ストレッチン
グプログラムを開発し、効果を検証した。⼩学⽣ 443 ⼈を対象としたセルフチェックシー
トを⽤いて実践を⾏ったところ、ストレッチングに取り組んだ⽇数が多い児童ほど、下肢
の柔軟性が増し、また、気分転換になっていることを⽰すことができた。このことから、
⼼⾝の健康状態を保持増進するために、ストレッチングの習慣化が有効だということが明
らかになった。また、⼩学４年⽣ 645 ⼈を対象にした３ヶ⽉週３回の静的ストレッチング
を実施が男⼥共に柔軟性の向上に有効であることを⽰した。特に、柔軟性が低い児童の⽅
が⾼い児童と⽐較してその効果が現れやすいことが明らかとなった。さらに、オスグッド
病の好発年齢の時期にあたる⼩学 5 年⽣ 171 ⼈を対象にして、週 5 回 10 ヶ⽉間の下肢を
中⼼としたストレッチングプログラムを実施し、オスグッド病の発症予防に有効であるこ
とを⽰した。 
 終章では、第Ⅰ章から第Ⅲ章までの研究成果を整理し、運動器検診に関する保健管理と
保健教育について到達点と今後の課題を提⽰した。 
 
第４節 ⽤語の定義 
１．「運動器」とは 
 ⾝体活動を担う筋・⾻格・神経系の総称である。筋⾁、腱、靭帯、⾻、関節、神経（運
動・感覚）、脈管系などの⾝体活動に関わる組織・器官によって構成されており、その機
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能的連合が運動器である68)。 
 
２．「運動器検診」とは 

2016 年度より学校の定期健康診断に「四肢の状態」が必須項⽬として追加され、運動器
については、「脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無並びに四肢の状態」を診ることが義務
づけられた69)70)。また、児童⽣徒等の運動器疾患に焦点を絞って、それらを早期発⾒して
早期治療につなげることも⽬的としているため運動器検診と⾔われる71)。本研究では、運
動器に関する学校の定期健康診断を運動器検診と呼ぶ。 

 
３．「運動器疾患」「運動器外傷」「運動器障害」とは72) 

運動器疾患は、運動器に関連する変形・障害・外傷を含め運動器に関わる疾患、全てを
指す。運動器外傷は、⾝体に⼀回⼤きな⼒が加わることによっておこった運動器の異常の
ことである。けがと呼ばれることもある。運動器障害は、繰り返す動作で⾝体の特定部位
が酷使されることによっておこる運動器の異常のことである。⼀般的には、故障や使い過
ぎ症候群と呼ばれることもある。 
 
４．「運動器機能不全」とは73) 
 本研究では、⼦どもの運動器機能不全のことを指す。運動器機能不全とは、⾻・関節・
筋疾患をはじめとする運動器機能に⽀障が⽣じている状態である。原因としては、基礎疾
患、運動過多による筋疲労に伴う柔軟性の低下や運動不⾜による筋⼒・体⼒低下に伴う柔
軟性の低下がある。「⼦どもロコモ」74)と呼ばれることもある。 
 
５．「保健管理」とは 
 学校保健安全法75)に基づき、学校における児童⽣徒等及び職員の健康の保持増進を図
り、学校教育の円滑な実施とその成果の確保を資することを⽬的として⾏う⼼⾝の管理、
⽣活の管理、学校環境の管理などの保健活動である。学校保健安全法第１条より、「この
法律は、学校における児童⽣徒及び職員の健康の保持増進を図るため、学校における保健
管理に関して必要な事項を定める」とされているように、学校の管理運営等、健康相談
等、健康診断、感染症の予防など学校保健安全法に保健管理の規定が定められている76)。 
 
６．「保健教育」とは 
 健康な⽣活に必要な知識や能⼒の育成を⽬指して、教科体育・保健体育や特別活動など
学校の教育活動全体を通して⾏う教育のことである77)。学校における保健教育の⽬標は、
⽣活環境の変化に伴う新たな健康課題を踏まえつつ、児童⽣徒が積極的に⼼⾝の健康の保
持増進を図っていく資質・能⼒を⾝に付け、⽣涯を通じて健康・安全で活⼒ある⽣活を送
るための基礎を培うことである78)。 
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７．「柔軟性」とは 
 筋のタイトネスのことである。これは、筋⾁が伸ばされる⽅向に関節を動かしたときの
筋⾁の硬さのことである79）。筋⾁の伸張性が低下して硬くなり、関節の動きが制限されて
いるかどうかで評価する80)。この柔軟性の評価には、関節可動域を⾓度で表す⽅法と、距
離で表す⽅法がある81)。本研究の柔軟性の評価は、新体⼒テストの⻑座体前屈、運動器検
診の「⼿のひらを上に向けて腕を伸ばした時完全に伸びない、完全に曲がらないことがあ
る」、「バンザイした時、両腕が⽿につかない」、「⾜の裏を全部床につけて完全にしゃがめ
ない」を⽤いた。⻑座体前屈は、脊柱の可動性、腰部から⼤腿部にかけての筋群の柔軟性
の評価となる82)。「⼿のひらを上に向けて腕を伸ばした時完全に伸びない、完全に曲がらな
いことがある」は肘の柔軟性、「バンザイした時、両腕が⽿につかない」は肩の柔軟性、
「⾜の裏を全部床につけて完全にしゃがめない」は下肢の柔軟性、股関節、膝関節、⾜関
節（特に⾜関節）の柔軟性の評価として⽤いた。 
 
８．「⽴位検査」「前屈検査」とは83) 
 側弯症の早期発⾒に簡易で有効な⽅法で、運動器検診に⽤いられている。 

「⽴位検査」とは、まっすぐに⽴った状態で、「脇線部分の輪郭（ウエストライン）に
左右⾮対称があるか」、「肩の⾼さに左右差があるか」、「肩甲⾻の⾼さと突出の程度に左右
差があるか」の３項⽬を観察する検査である。 
 「前屈検査」とは、両⽅の⼿のひらを合わせ、肩の⼒をぬいて両腕を⾃然に前に垂ら
し、膝を伸ばしたままゆっくりとおじぎをさせた状態で、背⾯（肋⾻及び腰）の⾼さの違
い（肋⾻隆起・腰部隆起）があるかを観察する検査である。 
 本研究での「⽴位検査・前屈検査の４項⽬」は、上記の４項⽬のことである。 
 
９．「基本動作」とは 
 ⽇常⽣活活動（activities of daily living：ADL）とは、「ひとりの⼈間が独⽴して、⽣活
するために⾏う基本的な、しかも各⼈ともに共通に毎⽇繰返される⼀連の⾝体的動作群」
であり、⽇常⽣活における基本的な移動、排泄、⾷事、更⾐などの動作を指す84)。これら
のうち、起居移動（寝返り、起き上がり、座位、⽴ち上がり、⽴位、歩⾏）が「基本動
作」と呼ばれる85)。本研究のおける「基本動作」とは、運動器検診の保健調査票の項⽬よ
り「⼿のひらを上に向けて腕を伸ばした時完全に伸びる、完全に曲がる」「バンザイした
時、両腕が⽿につく」「⾜の裏を全部床につけて完全にしゃがめる」「⽚脚⽴ちが５秒以上
できる」ことである。 
 
第５節 倫理的配慮 
 本研究では、⼩学校から⾼等学校に所属している養護教諭、児童⽣徒に対して、質問紙
調査や検診結果の調査や運動器に関する保健教育としての静的ストレッチング指導などの
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介⼊を⾏った。調査や介⼊をする際には、研究⽬的やその利⽤⽅法について関係者（児童
⽣徒の場合は、本⼈と保護者）に事前に⼝頭または⽂書で説明し、同意を得ることはもち
ろんのこと、プライバシーを侵害しないようにした。介⼊する場合は、教育機会の保障に
も留意した。また、運動器検診結果を研究に⽤いることについては、岡⼭⼤学研究倫理審
査専⾨委員会（研 1907-006）の承認を得た。研究成果の発表にあたっても、事前に⽂書で
関係者の了承を得るなど⼗分に配慮した。また、個⼈情報が含まれるデータについては、
研究室に設置されている鍵付きの棚にて保管し、鍵は、研究代表者が厳重に管理した。電
⼦媒体にデータを保管する場合は、他の者がアクセスできないように ID とパスワードで
厳重に保管した。 なお、研究初年度に、⽇本学術会議「声明科学者の⾏動規範―改訂版
―」、⽇本学術振興会「科学の健全な発展のために―誠実な科学者の⼼得―」、岡⼭⼤学、
所属学会等が定める倫理綱領の内容を確認し、遵守した。 
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第Ⅰ章 運動器検診の実態と課題① 
    −養護教諭を対象としたアンケート調査による運動器の実態と課題− 
 
１．はじめに 

序章で述べたように、2016 年 4 ⽉に導⼊された運動器検診は、その実施⽅法に関する課
題が⼭積しているのが現状である。運動器検査の検査項⽬が理解しづらく、判断基準が不
明であり、養護教諭の約６割が保健調査票に変更を施しているだけでなく、学校医による
腰部や四肢についての診察がなされていない学校は３割から５割にも上っている86)ことが
報告されている。 
 また、運動器検診で脊柱・胸郭・四肢のいずれかが異常と判定された者の割合は推定を
下回っており87)88)、検査項⽬のカテゴリやその精度についての課題も⽰唆されていた。他
にも、運動器検診を実施する医師の専⾨性に関する課題も指摘されている。学校で実施さ
れる定期健康診断には時間的・⼈的な制約があり、多くの学校では、運動器の専⾨でない
⼩児科・内科などの学校医が運動器検診を実施しているのが現状である。これらに対応す
るためには、養護教諭を中⼼に、各学校の実情を踏まえた円滑な連携体制を築くことが必
要であると考えられるが、そのためには養護教諭による運動器検診の検査項⽬についての
⼗分な理解が⽋かせない。特に、養護教諭が運動器検診の何に困難感を覚えているのか、
運動器検診の検査項⽬がなぜ理解しづらく、その判断基準が不明だと思われるのかを明確
にすることが求められる。 

そこで、本章では、学校の定期健康診断の運営の中核となる養護教諭を対象として、運
動器検診についてアンケート調査を実施し、その結果を質的・量的分析をすることで、運
動器検診の運営上の実態や課題を明らかにすることを⽬的とした。 
 
２．対象と⽅法 
（１）調査対象 

2016 年に岡⼭県の公私⽴⼩中⾼等学校及び特別⽀援学校 598 校（⼩学校 396 校、中学校
115 校、⾼校 71 校、特別⽀援学校 16 校）に所属する養護教諭を調査対象としアンケート
を配布した。回答は 438 ⼈から得られ回収率は 73.2％であった。そのうち、調査項⽬を全
て回答している 291 ⼈（⼩学校 201 ⼈、中学校 63 ⼈、⾼校 22 ⼈、特別⽀援学校５⼈）を
調査対象とし有効回答率は 48.7％であった。 
 
（２）調査⽅法 
 2016 年 8 ⽉〜9 ⽉に無記名の質問紙郵送法によるアンケート調査を実施した。調査対象
となる県の教育委員会に承諾を得たうえで調査⽤紙を各校の学校⻑宛に送付した。書⾯上
で研究の主旨を説明した上で、学校⻑の同意が得られた場合、回答を養護教諭に求めた。 
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（３）調査項⽬ 
 調査項⽬は、回答者の属性に関する項⽬として養護教諭経験年数、所属する校種、児童
⽣徒数を調査した。また、定期健康診断に関する項⽬として運動器検診に携わった検診医
の専⾨・⼈数、運動器検診義務化前（2015 年度）の内科検診の所要時間（分）、運動器検
診に関する項⽬として義務化前（2015 年度以前）の運動器検診実施の有無、運動器検診に
関する学習機会（制限付き複数回答）、保健調査票の様式、運動器検診についての周知
（保護者、児童、教職員）、実施⽅法、所要時間、保健調査票に該当した児童⽣徒数、医
療機関受診勧告対象の児童⽣徒数について調査した。 

その結果から 1 ⼈あたりの検診時間（秒）（=検診時間/児童⽣徒数）と検診医１⼈あたり
の児童⽣徒数（=児童⽣徒数/検診医）を算出した。養護教諭の経験年数については、調査
対象に含まれる岡⼭市の教員等育成指標のステージ分類を参考に基本形成期 1〜５年⽬、
向上期５〜10 年⽬、充実期 11〜15 年、深化・発展期 16 年以上と４つに分類し分析した
89)。検診医の専⾨については、整形外科医と回答した場合に専⾨医有りとした。 

また、運動器検診に関する困難感については、検診の準備の段階では運動器検診につい
て周知の仕⽅、学校医との打ち合わせを、検診の実施では実施⽅法、所要時間を、検診後
の事後措置では医療機関受診勧告の対象となった児童⽣徒の対応、事後措置としての保健
指導を調査した。各項⽬で「全く困らなかった（１点）」「困らなかった（２点）」「どちら
ともいえない（３点）」「困った（４点）」「とても困った（５点）」の５件法で回答を求め
た。その他、運動器検診に関しての全般を⾃由記述で回答を求めた。 
 
（４）分析⽅法 
 基本情報は、単純集計を⾏った。数量化可能な項⽬については t 検定を、カテゴリ化さ
れた項⽬についてはクロス集計を⾏い、出現率を算出しχ2 検定を⾏った。 

運動器検診に関する困難感（５件法）について、2 群を⽐較する場合は、マン・ホイッ
トニーのＵ検定を⽤いた。また、各困難感や経験年数、校種（特別⽀援学校を除く）、学
校医 1 ⼈あたりの児童⽣徒数、１⼈あたりの検診時間の変数間の関係は、スピアマンの順
位相関係数を⽤いた。統計的有意⽔準は５％未満とした。分析には、IBM SPSS Statistics 
Ver.27 を⽤いた。 

⾃由記述については、全体的な内容及び⽂脈を⼗分に理解し、内容が逸脱しないように
分析を進めた。各記述について、⽂脈に沿った切⽚化を施し、１つのまとまり（コード）
として抽出した。そして、内容の意味別に、サブカテゴリを作成、類型化した。さらに、
サブカテゴリの意味内容を検討し、カテゴリに類型し抽象化した。各カテゴリが意味内容
を的確に⽰すようにこの作業を繰り返し⾏った。なお、⽣成されたコードは< >、サブカ
テゴリは【 】、カテゴリは『 』で⽰した。類型化したカテゴリについての信頼性、真
実性の確保のために、２名の研究者で再度検討し、研究者間でコンセンサスを得た。 
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３．結果 
（１） 対象者の基本属性 
 対象者の基本的属性を表Ⅰ−１に⽰した。校種では、⼩学校に所属している養護教諭の
回答が 201（69.1％）⼈と最も多かった。経験年数は、全ての校種において 16 年以上の深
化・発展期に該当する養護教諭が最も多く、全体では 154（52.9％）⼈であった。 
 
表Ⅰ−１ 対象養護教諭の基本属性（勤務校種，経験年数） 
校種 基礎形成期 

（1〜５年） 
向上期   

（６〜10 年）
充実期   

（11〜15 年）
深化・発展期
（16 年以上） 

合計 

⼩学校 53（26.4） 35（17.4） 16（8.0） 97（48.3） 201 
中学校 10（15.9） 9（14.3） ５（7.9） 39（61.9） 63 
⾼等学校 8（36.4） 0（0） 0（0） 14（63.6） 22 
特別⽀援
学校 

0（0） 0（0） 1（20） ４（80） 5 

全体 71（24.4） 44（15.1） 22（7.6） 154（52.9） 291 

単位：⼈（%） 
 
 次に、定期健康診断の状況について表Ⅰ−２に⽰した。回答者が所属する児童⽣徒数の
平均は、190（12-1220）⼈であった。運動器検診義務化前年度（2015 年度）の定期健診
診断（内科検診）の結果について、義務化以前に運動器検診を実施していた学校は、30 ⼈
（⼩学校 21 ⼈、中学校 7 ⼈、⾼等学校 1 ⼈、特別⽀援学校１⼈）10.3 %であった。また、
検診時間は、120（5-900）分で 1 ⼈あたり 38（4-129）秒であった。学校医１⼈あたりの
児童⽣徒数は、133（2-699）⼈であった。運動器検診義務化された年の 2016 年度の運動
器検診に整形外科医が携わっていたかについては、⼩学校 10 ⼈（５％）、中学校７⼈
（11.1％）、⾼等学校 3 ⼈（13.6％）、特別⽀援学校 2 ⼈（40％）、全体で 22 ⼈（7.5％）で
あった。内科検診と⼀緒に運動器検診を実施した学校のうち、検診医の専⾨について内科
検診と運動器検診それぞれの専⾨医の有無を表Ⅰ―３に⽰した。内科検診と併⾏して運動
器検診を実施したと回答した養護教諭は、283 ⼈（97.3％）であった。そのうち、検診医
の専⾨が内科も整形外科もいたと回答した養護教諭は、14 ⼈（4.9％）であった。 
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表Ⅰ−２ 定期健康診断（内科検診）の状況（2015年度含む） 

単位：中央値（最⼩値-最⼤値） 
 
表Ⅰ−３ 内科検診と運動器検診を同時実施した検診医の専⾨ 

校種 
⼩児科・ 
内科のみ 

整形外科のみ 
どちらも 

いた 
どちらも 

いなかった 
合計 

⼩学校 181(91.4) 3(1.5） 7(3.5) 7(3.5) 198 
中学校 54(88.5) 2(3.3)  5(8.2) 0(0) 61 

⾼等学校 19(95.0) 0(0) 1(5.0) 0(0) 20 
特別⽀援学校 3(75.0） 0(0) 1(25.0) 0(0) 4 

全体 257(90.8) 5(1.8) 14(4.9) 7(2.5) 283 
単位：⼈（％） 
 
（２）運動器検診を実施するうえで参考とした情報（図Ⅰ−１） 
 運動器検診を実施するうえで参考とした情報（主要なもの３つまで）は、教育委員会な
どが主催する研修会の内容が 204 ⼈（70.1％）で最も多かった。次に、機関誌 117 ⼈
（40.2％）、校外養護教諭助⾔ 115 ⼈（39.5％）、学校医助⾔ 102 ⼈（35.1％）、勉強会（養
護部会など）100 ⼈（34.4％）の順であった。他に、⽇本学校保健会が発⾏した健康診断
マニュアルを参考とした回答した養護教諭は 35 ⼈（12.0％）であり、その他、ネット・テ
レビ 34 ⼈（11.7％）、専⾨書 30 ⼈（10.3％）、実践報告 28 ⼈（9.6％）、専⾨医助⾔ 17 ⼈
（5.8％）であった。 

 児童⽣徒数 
（2016 年）

（⼈/校） 

運動器検診 
（2015 年） 

実施あり
（校） 

検診時間
（2015 年）

（分） 

学校医１⼈あた
りの児童⽣徒数

（2016 年）
（⼈） 

児童⽣徒 
１⼈あたり
の検診時間

（秒） 
⼩学 
(201 校） 

178  
（12-1220） 

21 
（10.4） 

100   
（5-735） 

123   
（12-669） 

39 
（4-129） 

中学校 
(63 校) 

184 
（24-863） 

７ 
（11.1） 

140   
（30-900） 

147    
（2-640） 

41 
（9-92） 

⾼等学校 
(22 校) 

784 
（25-1092） 

１ 
（4.5） 

270    
（45-660） 

283   
（25-478） 

22 
（8-120） 

特別⽀援
学校  
(5 校) 

61 
（38-230） 

１ 
（20.0） 

60   
（40-240） 

61    
（24-150） 

63 
（48-63） 

合計 
(291 校） 

190 
（12-1220） 

30 
（10.3） 

120   
（5-900） 

133    
（2-669） 

38 
（4-129） 
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（％） 

 
図Ⅰ−１ 運動器検診を実施するうえで参考とした情報（３つまでの複数回答） 
単位：⼈（％） 
（３）義務化初年度（2016 年度）の運動器検診の実施形態 
 運動器検診に携わった全ての学校医 291 ⼈の専⾨について調査したところ内科 264 ⼈
（90.7％）、⼩児科 48⼈（16.5％）、整形外科 22⼈(7.2％)、外科 14⼈（4.8％）であった。
また、運動器検診に関する周知の仕⽅について資料配布の実施状況について表Ⅰ−４に⽰
した。事前に教職員、保護者または児童⽣徒に運動器検診の関連資料を配布したと回答し
た養護教諭は、207 ⼈（71.1％）であり、校種別では⼩学校と中学校で７割を超えていた。
また、専⾨家による講習会を実施したと回答した養護教諭は、⼩学校１⼈（0.5％）のみで
あった。 
 運動器に関する保健調査の項⽬は、⽇本学校保健会が発⾏した「児童⽣徒等の健康診断
マニュアル 平成 27 年度改訂」90)に掲載されている運動器に関する項⽬「背中が曲がって
いる」「腰を曲げたり、反らしたりすると痛みがある」「腕、脚を動かすと痛みがある」
「腕、脚に動きの悪いところがある」「⽚脚⽴ちが５秒以上できない」「しゃがみこみがで
きない」の６項⽬（以下、健康診断マニュアルの項⽬）と同様にしたと回答した養護教諭
は、182 ⼈（62.5％）（⼩学校 127 ⼈（62.5％）、中学校 36 ⼈（57.1％）、⾼校 17 ⼈
（77.3％）、特別⽀援学校２⼈（40.0％））であった。 
  
 
 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

204(70.1) 

117(40.2) 115(39.5) 
102(35.1) 100(34.4) 

35(12.0) 34(11.7) 30(10.3) 28(9.6) 
17(5.8) 
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表Ⅰ−４ 校種別運動器に関する資料配布の実施状況 

校種 資料配布 
対象 

教職員 保護者 児童⽣徒 
⼩学校 153（76.1） 98（48.8） 141（70.1） 62（31.0） 
中学校 45（71.4） 27（42.9） 42（66.7） 30（47.6） 
⾼等学校 7（31.8） 4（18.2） ４（18.2） ６（27.3） 
特別⽀援学校 ２（40.0） １（20.0） ２（40.0） １（20.0） 

単位：⼈（％） 
 
（４）運動器検診結果 
１）検診時間 
 義務化前（2015 年度）の内科検診時間と導⼊年（2016 年度）の内科検診を含んだ運動
器検診総時間を表Ⅰ−５に⽰した。特別⽀援学校以外は、有意に検診時間が増加していた
（ｐ<0.001）。同様に１⼈あたりの検診時間を⽐較すると⼩学校と中学校において有意に
検診時間が増加していた（ｐ<0.001）（表Ⅰ−６）。 
 
 表Ⅰ−５ 校種別義務化前後の運動器検診総時間（内科検診含む） 

対応のある t 検定 
 
 
 
 
 
 

 検診時間（分） 
ｐ ｔ（ｄｆ） 

効果量 
（ｄ）  2015 年度 2016 年度

⼩学校
（n=201） 

143±130 163±148 <0.001 7.49（200） 0.53 

中学校 
(n=63) 

162±142 190±163 0.001 3.33（62） 0.42 

⾼等学校
(n=22) 

274±173 307±206 <0.001 1.46（21） 0.31 
 

特別⽀援学校
(n=5) 

102±83 100±85 0.37 1.00（４） 0.45 

合計
（n=291） 

156±139 179±160 <0.001 7.2（290） 0.42 
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表Ⅰ−６ 運動器検診義務化前後の 1 ⼈あたりの運動器検診時間 

対応のある t 検定 
 
２）運動器検診結果 
 校種別に保健調査票の項⽬に該当した児童⽣徒数と医療受診勧告の対象となった⼈数と
その割合を表Ⅰ−７に⽰した。全体では、保健調査票の項⽬に該当した児童⽣徒は 10.4±
7.5％であった。また、医療受診勧告の対象となった児童⽣徒は、1.3±2.3％であった。 
 次に、運動器検診に整形外科医が携わりの有無で運動器検診の結果を⽐較した（表Ⅰ−
８）。医療受診勧告の対象となった児童⽣徒の割合は、整形外科医が運動器検診に携わら
なかった群 1.2±2.1％に対して、携わった群が 2.7±3.5％と⾼かった（p=0.05）。 
 
表Ⅰ―７ 保健調査票の項⽬に該当及び医療機関受診勧告の対象となった児童⽣徒数 

 

⼈数
（⼈） 

⼩学校 中学校 ⾼等学校 
特別⽀援

学校 
合計 

割合
（％） 

保健調査票
の項⽬に該
当した児童

⽣徒 

⼈数 25.5±32.3 33.0±32.7 72.1±67.2 4.6±5.0 30.3±37.9

割合 9.6±6.8 12.6±7.4 12.4±11.7 7.1±8.9 10.4±7.5 

医療機関受
診勧告の対
象となった
児童⽣徒 

⼈数 4.2±10.5 4.4±7.2 6.5±10.8 0.2±0.4 4.4±9.8 

割合 1.2±1.9 1.6±3.1 1.5±3.0 0.1±0.2 1.3±2.3 

 検診時間（秒） 
ｐ ｔ（ｄｆ） 

効果量
（ｄ）  2015 年度 2016 年度

⼩学校
（n=201） 

42±21 49±25 <0.001 7.82（200） 0.55 

中学校 
(n=63) 

44±22 51±25 <0.001 4.43（62） 0.56 

⾼等学校 
(n=22) 

33±29 40±39 0.11 1.68（21） 0.36 
 

特別⽀援学校
(n=5) 

59±６ 57±７ 0.37 1.00（４） 0.45 

合計 
（n=291） 

42±22 48±26 <0.001 8.83（290） 0.52 
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表Ⅰ―８ 整形外科医の関わりの有無別の運動器検診の結果 

 
整形外科医以外

（269） 
整形外科医

（22） 
ｐ 

ｔ   
（ｄｆ） 

効果量
（r） 

児童⽣徒数 
（⼈/校） 

291.9   
±283.3 

315.5 
±225.2 0.70 

0.4
（289） 0.02 

検診時間 
（分）（2015 年）

153.3   
±140.6 

195.5 
±120.0 0.17 

1.37
（289） 0.08 

検診時間 
（分）（2016 年）

47.7    
±24.2 

63.1 
±38.6 0.08 

1.8
（22.4） 0.36 

保健調査票の項⽬
に該当した児童⽣

徒数（⼈） 

10.1 
±7.0 

13.9 
±12.1 0.16 

1.5
（22.2） 

0.30 
 
 

医療機関受診勧告
の対象となった児

童⽣徒の割合
（％） 

1.2 
±2.1 

2.7 
±3.5 0.05 

2.1
（22.3） 

0.41 
 

 
対応のないｔ検定 
 
３）運動器検診に関する困難感について 
 校種別の運動器に関する困難感についての結果を表Ⅰ−９に⽰した。また、運動器検診
に関する困難感について諸変数間の相関係数を表Ⅰ―10 に⽰した。困難感に関する６項⽬
は、それぞれ全て有意に正の相関があった（p<0.01）。経験年数と困難感準備１・２、実
施１、事後２は、有意に負の相関があった（p<0.01）。1 校あたりの児童⽣徒数は、困難感
準備２から事後２、校種、経験年数において有意に正の相関があった（p<0.01）。また、1
校あたりの児童⽣徒数と児童⽣徒１⼈あたりの検診時間は、有意に負の相関があった
（p<0.01）。児童⽣徒１⼈あたりの検診時間は、困難感準備２、実施１、事後１・２にお
いて有意に負の相関があった（p<0.05）。 
  
表Ⅰ―９ 校種別運動器検診の困難感 

                                                                                                                                      （点） 
 
 

 準備１ 準備２ 実施１ 実施２ 事後１ 事後２
⼩学校 3.0±1.1 3.0±1.1 3.1±1.1 2.8±1.1 2.6±1.1 3.0±1.0
中学校 2.9±1.1 3.0±1.1 2.9±1.1 3.0±1.0 2.8±1.0 3.0±0.9
⾼校 3.1±1.2 3.1±1.3 3.1±1.3 3.0±1.3 2.3±1.0 2.7±1.0
特別⽀援学校 3.6±1.1 3.2±1.6 2.6±0.5 2.6±0.5 2.8±0.4 3.4±0.5
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準備１：保護者や職員への運動器検診実施のお知らせの仕⽅ 
準備２：運動器検診実施対象児童・⽣徒について学校医の打ち合わせ 
実施１：運動器検診の実施⽅法（服装や実施場所も含む） 
実施２：運動器検診所要時間 
事後１：運動器検診で病院受診勧告となった児童・⽣徒の対応 
事後２：運動器検診の事後措置としての保健指導 
 
表Ⅰ―10 運動器検診に関する困難感について諸変数間の相関係数 

* p<0.05  ** p<0.01 

N=286（特別⽀援学校除く） 
１．「保護者や職員への運動器検診実施のお知らせの仕⽅」の困難感（困難感準備１） 
２．「運動器検診実施対象児童・⽣徒について学校医の打ち合わせ」の困難感 

（困難感準備２） 
３．「運動器検診の実施⽅法（服装や実施場所も含む）」の困難感（困難感実施１） 
４．「運動器検診所要時間」の困難感（困難感実施２） 
５．「運動器検診で病院受診勧告となった児童・⽣徒の対応」の困難感（困難感事後１） 
６．「運動器検診の事後措置としての保健指導」についての困難感（困難感事後２） 
７. 校種（⼩学校を１、中学校を２、⾼校を３とした） 
８．経験年数（基本形成期 1〜５年⽬を１、向上期５〜10 年⽬を２、充実期 11〜15 年を

３、深化・発展期 16 年以上を４とした） 
９．1 校あたりの児童⽣徒数 
10．児童⽣徒１⼈あたりの検診時間(2016 年度) 
 

 
 
 
 
 

 
 1． ２． ３． ４． ５． ６． ７． ８． ９． 

1.     
2. 0.61**    
3. 0.41** 0.52**   
4. 0.45** 0.44** 0.52**  
5. 0.36** 0.39** 0.38** 0.49**  
6. 0.46** 0.48** 0.40** 0.41** 0.59**  
7. -0.03 -0.02 -0.06 0.07 -0.02 -0.06  
8. -0.25** -0.21** -0.16** 0.06 0.07 ₋0.14* 0.11   
9. 0.09 0.17** 0.18** 0.30** 0.30** 0.22** 0.22** 0.20** 
10. -0.06 -0.17** -0.12* -0.10 -0.13* -0.18** -0.07 -0.06 -0.62**
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職務に対する困難感は、経験年数によるところが⼤きいため、以下の分析は、本章の調
査対象となった養護教諭のうち、⼩学校から⾼等学校に所属する深化・発展期（16 年⽬以
上）の養護教諭が回答した結果について⾏った。 
 運動器検診に整形外科医が関わっていた群とそうでない群において困難感に有意な差は
認めなかった（表Ⅰ―11）。運動器検診を実施するうえで参考にした情報と困難感の関連
について表Ⅰ―12〜20 に⽰した。研修会は、事後２において参考にした群がそうでない群
と⽐較して困難感が有意に低かった（p<0.05、表 I―12）。勉強会は、準備２、実施１、２
において参考にした群がそうでない群と⽐較して困難感が有意に低かった（p<0.05、表 I
―16）。校外の養護教諭の助⾔は、準備２において参考にした群が参考にしていない群と
⽐較して困難感が有意に⾼かった（ｐ<0.05、表 I―20）。その他、運動器検診の実施形態
と困難感について、事前関連資料の配布や内科検診と分けての実施や過去の運動器検診実
施の有無は、困難感に差はなかった。 
 
表 I−11 から表 I―23 までの語句は以下の通りである。 
準備１：「保護者や職員への運動器検診実施のお知らせの仕⽅」についての困難感 
準備２：「運動器検診実施対象児童・⽣徒について学校医の打ち合わせ」についての困難
感 
実施１：「運動器検診の実施⽅法（服装や実施場所も含む）」についての困難感 
実施２：「運動器検診実施時間」についての困難感 
事後１：「運動器検診で病院受診勧告となった児童・⽣徒の対応」についての困難感 
事後２：「運動器検診の事後措置としての保健指導」についての困難感 
 
表Ⅰ―11 運動器検診の困難感（学校医の運動器専⾨家別） 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
 
 
 

 運動器専⾨家有(11) 運動器専⾨家無(139)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ２ 786.5 ３ 10538.5 720.5 0.33 0.74 
準備２ ２ 801 ３ 10524 735 0.22 0.83 
実施１ ３ 819.5 ３ 10505.5 753.5 0.08 0.93 
実施２ ２ 800.5 ３ 10524.5 734.5 0.23 0.82 
事後１ ３ 988.5 ２ 10336.5 606.5 1.12 0.24 
事後２ ３ 930.5 ３ 10394.5 664.5 0.77 0.44 
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表Ⅰ―12 運動器検診の困難感（実施のための研修会参考別） 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
表Ⅰ―13 運動器検診の困難感（実施のための機関誌参考別） 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
表Ⅰ―14 運動器検診の困難感（実施のための専⾨書参考別） 

 専⾨書無し(136) 専⾨書有あり(14)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 10501 ２ 824 719 1.56 0.12
準備２ ３ 10421 2.5 904 799 0.30 0.30
実施１ ３ 10345 2.5 980 875 0.60 0.60
実施２ ３ 10138.5 3.5 1186.5 822.5 0.38 0.38
事後１ ３ 10286 2.5 1039 934 0.90 0.90
事後２ ３ 10202.5 ３ 1122.5 886.5 0.65 0.65

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
 
 
 

 研修会無し(41) 研修会有り(109)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 3495.5 ２ 7829.5 1834.5 1.75 0.08 
準備２ ３ 3412.5 ３ 7912.5 1917.5 1.39 0.17 
実施１ ３ 3285.5 ３ 8039.5 2044.5 0.84 0.40 
実施２ ３ 3083.5 ３ 8241.5 2222.5 0.05 0.96 
事後１ ２ 3197.5 ３ 8127.5 2132.5 0.45 0.65 
事後２ ３ 3594 ３ 7731 1736 2.24 0.03 

 機関誌無し(79) 機関誌有あり（71)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 5798 ３ 5536 2629 0.69 0.49 
準備２ ３ 5729.5 ３ 5595.5 2569.5 0.92 0.36 
実施１ ３ 5987 ３ 5338 2782 0.09 0.93 
実施２ ３ 5932 ３ 5393 2772 0.13 0.90 
事後１ ２ 5713.5 ３ 5611.5 2553.5 0.99 0.32 
事後２ ３ 5550.5 ３ 5774.5 2390.5 1.66 0.10 
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表Ⅰ―15 運動器検診の困難感（実施のための実践内容参考別） 
 実践内容無し(139) 実践内容有り(11)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 10573.5 ２ 751.5 685.5 0.59 0.56 
準備２ ３ 10496 ３ 829 763 0.01 0.99 
実施１ ３ 10526.5 ２ 798.5 732.5 0.24 0.81 
実施２ ３ 10581.5 ２ 743.5 677.5 0.66 0.51 
事後１ ３ 10454.5 ３ 870.5 724.5 0.30 0.76 
事後２ ３ 10590 ３ 735 669 0.73 0.46 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
表Ⅰ―16 運動器検診の困難感（実施のための勉強会参考別） 

 勉強会無し(99) 勉強会有り(51)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 7960.5 ２ 3364.5 2038.5 2.00 0.05 
準備２ ３ 8121.5 ２ 3203.5 1877.5 2.67 0.01 
実施１ ３ 8012.5 ２ 3312.5 1986.5 2.22 0.03 
実施２ ３ 8069.5 ２ 3255.5 1929.5 2.47 0.01 
事後１ ３ 7955.5 ２ 3369.5 2043.5 1.99 0.05 
事後２ ３ 7766.5 ３ 3558.5 2232.5 1.23 0.22 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
表Ⅰ―17 運動器検診の困難感（実施のためのビデオや DVD 参考別） 

 ビデオ無(145) ビデオ有(5)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 10890 ３ 434.5 305.5 0.62 0.54 
準備２ ３ 10818.5 ４ 506.5 233.5 1.40 0.16 
実施１ ３ 10958 ３ 367 352 0.12 0.91 
実施２ ３ 10967 ２ 358 343 0.21 0.83 
事後１ ３ 10911.5 ３ 413.5 326.5 0.39 0.69 
事後２ ３ 10910 ３ 415 325 0.42 0.68 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
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表Ⅰ―18 運動器検診の困難感（実施のためのインターネット参考別） 
 ネット無(136) ネット有(14)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 10324.5 ２ 1000.5 895.5 0.38 0.71 
準備２ ３ 10288 ２ 1037 932 0.13 0.89 
実施１ ３ 10313.5 2.5 1011.5 906.5 0.31 0.76 
実施２ ３ 10368.5 ２ 956.5 851.5 0.68 0.50 
事後１ ３ 10269 2.5 1056 951 0.01 1.00 
事後２ ３ 10167 ３ 1158 851 0.69 0.49 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
表Ⅰ―19 運動器検診の困難感（実施のための学校医助⾔参考別） 

 学校医助⾔無(105) 学校医助⾔有(45)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 7462.5 ３ 3862.5 1897.5 1.98 0.05 
準備２ ３ 7829.5 ３ 3495.5 2264.5 0.42 0.68 
実施１ ３ 7896.5 ３ 3428.5 2331.5 0.13 0.90 
実施２ ３ 7638 ３ 3687 2073 1.24 0.22 
事後１ ２ 7615.5 ２ 3709.5 2050.5 1.34 0.18 
事後２ ３ 7885.5 ３ 3439.5 2320.5 0.18 0.86 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
表Ⅰ―20 運動器検診の困難感（実施のための校外養護教諭の助⾔参考別）  

 校外養護教諭助⾔無
(108) 

校外養護教諭助⾔有
(42) 

  

 M T M T U ｚ ｐ 
準備１ ３ 7788.5 ３ 3536.5 1902.5 1.59 0.11 
準備２ ３ 7585 ３ 3740 1699 2.48 0.01 
実施１ ３ 7829.5 ３ 3495.5 1943.5 1.42 0.16 
実施２ ３ 7796.5 ３ 3528.5 1910.5 1.56 0.12 
事後１ ３ 8338 ２ 2987 2084 0.80 0.42 
事後２ ３ 8257 ３ 3068 2165 0.46 0.65 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
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表Ⅰ―21 事前の啓発活動別運動器検診の困難感 
     （教職員や保護者、児童⽣徒などに運動器検診に関する資料配布） 

 資料配布無し(43) 資料配布有り(107)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 3406 ３ 7919 2141 0.69 0.49 
準備２ ３ 3225.5 ３ 8099.5 2279.5 0.09 0.93 
実施１ ２ 2864.5 ３ 8478.5 1900.5 1.73 0.08 
実施２ ２ 3158.5 ３ 8166.5 2212.5 0.38 0.70 
事後１ ２ 3146.5 ２ 8178.5 2200.5 0.43 0.67 
事後２ ３ 3133 ３ 8192 2187 0.50 0.62 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
表Ⅰ―22 運動器検診の実施形態別困難感 
     （運動器検診を内科検診と別に実施したかどうか） 

 ⼀緒に実施した(145) 別で実施した(５)   
 M T M T U ｚ ｐ 

準備１ ３ 11054.5 ２ 270.5 255.5 1.16 0.25 
準備２ ３ 11018 ２ 307 292 0.77 0.44 
実施１ ３ 10939.5 ２ 385.5 354.5 0.09 0.93 
実施２ ３ 10942.5 ２ 382.5 357.5 0.06 0.96 
事後１ ３ 11043.5 ２ 281.5 266.5 1.05 0.29 
事後２ ３ 11056 ２ 269 254 1.21 0.23 

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
 
表Ⅰ―23 運動器検診の実施形態別困難感 
     （既に学校の定期検診診断で運動器を診ていたかどうか） 

 運動器検診実施していない 
(135) 

運動器検診実施していた
(15) 

 

 M T M T U ｚ ｐ 
準備１ ３ 10245 ３ 1080 960 0.34 0.73
準備２ ３ 10206.5 ３ 1118.5 998.5 0.09 0.93
実施１ ３ 10158.5 ３ 1166.5 978.5 0.22 0.82
実施２ ３ 10250.5 ２ 1074.5 954.5 0.38 0.70
事後１ ３ 10154.5 ２ 1170.5 974.5 0.25 0.80
事後２ ３ 10142 ３ 1183 962 0.34 0.74

マン・ホイットニーのＵ検定 Ｍ：中央値、Ｔ：順位総和 
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４）運動器検診に関する⾃由記述 
 アンケート調査から得られた⾃由記述をカテゴリ別に結果を⽰した（表Ⅰ―24）。得ら
れたコード数は 164 であり、サブカテゴリは 17 抽出され、カテゴリは６であった。６の
カテゴリは『学校の定期健康診断として機能不全』『実施上の負担感』『実施上の困難感』
『学校の定期健康診断で実施する意義が不明』『学習機会の要望』『運動器に関する健康管
理・健康教育の意識向上』であった。 
 『学校の定期健康診断として機能不全』は、３つのサブカテゴリで【検診を実施する校
医が専⾨外である】【保健調査票が機能的でない】【医療機関受診勧告の対象となる基準が
統⼀されていない】であった。『実施上の負担感』は、３つのサブカテゴリで【事前準備
に時間がかかり負担が⼤きかった】【検診時間に関する負担があった】【専⾨外の検診のた
め学校医の負担があった】であった。『実施上の困難感』は、４つのサブカテゴリで【学
校医の診療対象となるスクリーニングに困った】【事後措置の対応に困った】【特別⽀援学
校を配慮したマニュアルがなくて困った】【運動器検診の⽅法が統⼀されていなかったの
で困った】であった。『学校の定期健康診断で実施する意義が不明』は、３つのサブカテ
ゴリで【費⽤対効果のバランスが悪い（または悪いように感じる）】【運動器疾患の早期発
⾒の機会になっていない（またはならないと思う）】【具体的な理由なし】であった。『学
習機会の要望』は、２つのサブカテゴリで【学校医を対象とした学習機会を設けて欲しい】
【養護教諭を対象とした学習機会を設けて欲しい】であった。『運動器に関する健康管
理・健康教育の意識向上』は、２つのサブカテゴリで【児童⽣徒や保護者に対して運動器
に関する健康管理が向上する機会となった】【養護教諭や学校医に対して運動器に関する
健康管理・健康教育の意識が向上する機会となった】であった。 
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表Ⅰ―24 運動器検診に関する⾃由記述 

 
 
 
 
 

カテゴリ サブカテゴリ 具体的なコード（代表的なもの）
コー
ド数

コード
数の合計

・校医は内科が専⾨なため、専⾨外のことについて学校の健診のなかで⾒極めていくことは難しいと⾔われた。
・専⾨のドクターに診てもらいたいが実状は厳しい。
・学校医が専⾨外のため、問診票の内容を伝えても特に何も診てもらえなかった。
・運動器検診の背⾻以外の項⽬は、病院に受診した⼈も、異常なしで報告されているものが多い。
・1年ごとに記⼊する様式は、昨年以前の結果を活かして検診することが難しく、保存に困る。
・学校医が内科のため、チェックがあり検診時に伝えた⼦は全て「整形外科で診てもらうように」と指⽰された。
・医師により基準が曖昧なところがあるように感じた。
・どのような基準で家庭通知するのか不明である。校医の判断にまかせるかたちになっている。
・校医さんの専⾨分野が整形だったりすると、予想以上に細かく所⾒があったと他校の情報をもらった。
校医さんの⾒⽅によっても検診が変わってくると思った。
・問診票のチェックをし、チェックのあった者を個別に確認し、対象者を絞り込む作業に多くの時間を費やした。
・忙しい時期に準備するのに時間がかかり困った。
・保健調査票にチェックがあった⼦を検診までに状況把握するのに⼿間がかかった。
・市教委からの保健調査票の様式では、記⼊漏れが多すぎ、チェックに膨⼤な時間がかかった。
・問診票のチェックをし、チェックのあった者を個別に確認し、対象者を絞り込む作業に多くの時間を費やした。
・内科検診と併⾏して実施したが、とても時間がかかり⼤変だった。
・検診時間は延びなかったが、内科の⽅が、短くなったと思われる。
・学校医が整形外科医ではないため、学校医⾃⾝がかなり困っていた。
・学校医が整形外科医ではなく、内科・⼩児科であるため、運動器検診の事後その⽅法について⾒極め⽅についてどう
するべきかなのか悩まれた。
・調査票から、学校医による検診を受ける⽣徒を選別するのに⼤変苦慮した。校内の教職員で判断ができなかった。
・保健調査票で該当した全員を校医に診てもらう時間はないため、事前に養護教諭がスクリーニングしました。もし、
ここで治療が必要な児童を落としてしまっていたらと思うと不安です。
・保護者→養護教諭→内科医でチェックしましたが、果たしてきちんとできているか不安な所はある。
・保健指導を誰がどのようにしたらよいのか。健康相談をするにしても学校医は専⾨外である。
・「ストレッチ指導を」と学校医から指⽰されたが、ストレッチのマニュアルなどが準備されているわけではないので
そういうものが欲しい。
・医師より経過観察などの⽰指があった場合の保護者への返し⽅について参考になるものがなかったので困った。
・知的障害を伴う児童⽣徒にマニュアルの項⽬をそのまま使⽤するのは難しい。
・定型発達の児童⽣徒を想定された運動器検診は、保健調査票など⽰された通りには実施しにくい。
・ほとんどの児童⽣徒が肢体不⾃由を持っているため、保健調査は実施できず、整形外科の学校医と相談をしてスク
リーニング検査を実施した。
・市の教育委員会より、具体的な検診の流れやポイントが⽰されないままの実施になったため混乱した。
・検診時の服装をどこまで配慮をどの程度まですればよいかわからず困った。
・学校での健康診断は、学校⽣活に⽀障のないかどうかのスクリーニングであると認識しているので、必要以上の問
診、検診、検査になっていないか検証の必要性を感じる。
・しゃがめない、ふらつくということで受診勧告をしたが、異状なしのものがほとんどだった。脊柱、胸郭を診ること
だけでも時間が必要であるので、もう少し効率の良い⽅法があると助かります。
・検診そのものの時間はあまり増えなかったが、事前にチェックすることが⼤変だった。受診勧告のほとんどが脊柱異
常だったので、昨年までの脊柱のチェックでいいと思った。
・調査票や普段の様⼦で気になる児童以外はスルーだった。気になる児童はすでに受診していたり、かかりつけがある
のでこの項⽬の必要性はあるのか？
・運動器検診を学校ですることに意味があるのか疑問に思います。「学業に⽀障のあるもの」はすでに何らかの対応を
していると思います。
・学校検診で運動器検診を実施することの意義がわからない。
・全児童が毎年⾏う必要があるのか。
・学校が情報提供するまで学校医も認識しておらず、整形の専⾨でもないため医師も少しとまどっていた。内科校医に
周知徹底が図られないままの実施となった。
・学校医は健康診断の項⽬に運動器が加わることを知らなかったため、医師会や教育委員会から情報を伝えていただけ
たら嬉しかった。
・学校医に運動器検診について正式に伝わっていなかったため、保健調査で該当した⽣徒について痛みが続くような
ら、病院に受診するように⾔われただけであった。運動器検診について学校医の研修も必要だと感じた。
・運動器検診の意義や短時間で適切な検査が効率よくできること、事後の保健指導が適切にできること、などが⼤切に
なるので研修の機会を⼗分に設けて欲しい。
・できれば、市の教育委員会から詳しく運動器検診の意義などの指導を学校サイドにしていただけると良かったです。
・この検診が加わったことで⼦どもの⾝体への保護者の関⼼が⾼まったと思う。意義については「⼦どものロコモ」
「メディア漬け」などと併せて保健だよりを発⾏した。
・家族で運動器の調査をしてくださり、個々の状態が認識できる機会がもて良かった。
・運動部の⽣徒は⾝体の痛みに対して訴えが多かった。普段痛みを我慢している⽣徒が整形外科に⾏くきっかけになる
と思う。
・問診票があることにより、脊柱側弯に関しては医師が例年より丁寧にみてくれた。

・研修会や養護部会などで勉強していく必要があると感じている。養護教諭も研修を深め、共通理解を図りたい。

学校医を対象とした学習機会を設け
て欲しい

養護教諭を対象とした学習機会を設
けて欲しい

児童⽣徒や保護者に対して運動器に
関する健康管理が向上する機会と
なった

養護教諭や学校に対して運動器に関
する健康管理・健康教育の意識が向
上する機会となった

具的的な理由なし

学校医の診察対象となるスクリーニ
ングに困った

事後措置の対応に困った

特別⽀援学校を配慮したマニュアル
がなくて困った

運動器検診の⽅法が統⼀されて
いなかったので困った

検診を実施する校医が専⾨外である

保健調査票が機能的でない

医療機関受診勧告の対象となる基準
が 統⼀されていない

事前準備に時間がかかり負担が⼤き
かった

検診時間に関する負担があった

学習機会の要望

運動器に関する
健康管理・健康
教育の意識向上

26
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費⽤対効果のバランスが悪い
（または悪いように感じる）

運動器疾患の早期発⾒の機会になっ
ていない (またはならないと思う）

学校の定期健康
診断として機能
不全

実施上の負担感

実施上の困難感

学校の定期健康
診断で実施する
意義が不明

専⾨外の検診のため学校医の負担が
あった
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４．考察 
 運動器検診が義務化されたことにより、児童⽣徒、保護者、養護教諭や学校医の運動器
に関する意識の向上や運動器疾患の早期発⾒に貢献したことが⽰唆された。しかし、整形
外科医など専⾨家と学校との連携体制や保健調査票を含む実施⽅法の妥当性など実施体制
について課題があった。また、ストレッチング指導などによる運動器検診の結果を踏まえ
た保健教育への接続が不⼗分であることが明らかとなった。以下、整形外科医との連携、
実施⽅法（保健調査票含む）の改善、保健教育への接続について考察を述べる。 
 
（１）整形外科医との連携 

学校の定期健康診断の主な役割として、疾病をスクリーニングし、健康状態を把握するこ
とと、児童⽣徒の健康課題を明らかにして健康教育に役⽴てることの⼤きく２つがある91)。
これらの役割を果たすためにも運動器検診は、眼科検診、⽿⿐咽喉科検診、⻭科検診など
と同様に整形外科医が実施することが望ましい。実際に、本研究においても整形外科医が
関わった検診の⽅が、整形外科医が関わっていない検診と⽐較して医療受診勧告の児童⽣
徒数が多いなどスクリーニング精度が⾼いと考えられる結果であった。整形外科医が実施
した運動器検診の推定被患率が約１割という報告92)があることからも整形外科医が関わっ
た検診の⽅が、⾒落としが少なくスクリーニングが機能していた可能性が⾼いと考えられ
る。このような結果は、本研究の調査対象となった地域性のものではなく、全国的にも運
動器検診で運動器が異常と判定された者の割合は、４％未満の報告93)であり、現在の運動
器検診の実施体制では、スクリーニング精度に課題があると考えられる。 

⾃由記述の回答からも検診医が⾮専⾨家であるために、短時間で判断することが負担で
あり94)、スクリーニングとしての機能に疑問を感じる回答も少なくなかった。⼀⽅で、運
動器検診導⼊前は、健康診断で運動器を診ていたと回答した養護教諭が、わずか約１割と
運動器に注意が払われていなかったこと、⽂部科学省の全国調査での罹患率１％未満95)と
発⾒率が低かったことを考えると、運動器検診が導⼊されたことは、運動器疾患の早期発
⾒等、現時点でも少なからず貢献した可能性も⽰唆された。 

運動器検診への負担感の要因の⼀つとして、整形外科医などの専⾨家と学校との連携に
課題があることが考えられる。本調査においても検診医に整形外科医がいると回答した養
護教諭は１割以下と少なく、ほとんどの学校で⼩児科・内科の学校医が運動器検診を実施
していた。また、運動器検診を実施するうえで専⾨医の助⾔や実際に講習会を依頼した養
護教諭はわずかであり、専⾨医との連携に課題がある状況であった。 

運動器検診の精度を⾼めるために整形外科など専⾨家と連携し研修などによって助⾔を
得る機会を積極的に設けることが重要である96)97)とされおり、整形外科医はその啓発・教
育指導に積極的に関わる必要があると指摘されている98)。本調査においても研修会や勉強
会を参考にした養護教諭は、運動器検診実施の困難感が低く、⾃由記述でも養護教諭や学
校医を対象とした学習機会の要望が⾒られた。 
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以上のことから、専⾨家による研修会などの学習機会を継続的に提供することは重要で
あると考える。このような課題の対策の⼀つとして運動器の健康・⽇本協会は、整形外科
医と理学療法⼠などが連携して学校で研修会など啓発活動を⾏うスクール・トレーナー制
度を進めている99)。しかし、少なくとも今回調査対象となった県においてはまだ、このよ
うな体制づくりが浸透していなかった。⼀⽅で、運動器検診義務化前から、少なからず運
動器検診を実施している検診医がいた。運動器の専⾨家と学校の連携を⾼める体制づくり
は、そのような意欲がある⼈がいることも踏まえ、⾏政や教育委員会・医師会など地⽅⾃
治体が中⼼となって体制づくりの⾒直しを進めていくことが重要である。整形外科医と学
校の連携を⾼める体制づくりは、⾏政や教育委員会・医師会など地⽅⾃治体が中⼼となっ
て整形外科医が、運動器検診に参画することや養護教諭、教職員、児童⽣徒や保護者を対
象とした研修会など体制づくりの⾒直しを進めていくことが重要であると考える。 

運動器検診における運営上の困難感において、検診への整形外科医の関わりの有無で差
は⾒られなかった。⼀⽅で、⾃由記述では<校医さんの専⾨分野が整形だったりすると、
予想以上に細かく所⾒があったと他校の情報をもらった。>との回答があり、検診精度を
⾼めるために有⽤であることが考えられた。また、『実施上の困難感』として【学校医の
診療対象となるスクリーニングに困った】、【事後措置の対応に困った】や【運動器検診の
⽅法が統⼀されていなかったので困った】という回答があった。 

以上のことから、まず、スクリーニング精度が⾼い運動器検診の⽅法を確⽴することが
重要である。次に、その結果を踏まえ、効果的な保健教育や健康相談などの事後措置の⽅
法を明確にすることが、養護教諭の困難感を改善することにつながると考えられる。 
 
（２）実施⽅法（保健調査票含む）の改善 
 健康診断マニュアル100)によれば、運動器検診の実施⽅法は、「健康診断前に保護者が保
健調査票の項⽬を確認し、可能であれば、養護教諭は教諭と連携し、保健調査票にチェッ
クがある項⽬を確認する。検診当⽇は、それらの情報を参考に学校医が、側わん症の検査
を⾏い、必要に応じて四肢の状態などの検査を⾏う。学業を⾏うのに⽀障がある疾病・異
常が疑われる場合には、医療機関受診勧告をする」と⽰されている。 
 ほぼ全ての学校が運動器検診を内科検診と併⾏して実施していたが、義務化前年度の内
科検診のみの時と⽐較して⼀⼈あたりの検診時間が増加したのは、⼩学校と中学校でわず
か約７秒であった。また、全ての校種において約１分弱で運動器検診と内科検診を実施し
ていることが明らかになった。学校医が決められた検診時間内に四肢の状態を丁寧に診察
することは、実質的には難しいことが⽰唆されている。検診時間は校種において異なるも
のの、学校医１⼈あたりの児童⽣徒数が増加するほど１⼈あたりの検診時間が減少する傾
向があった。このことからも規模が⼤きい学校に所属する養護教諭は、効率的な実施が求
められる運動器検診に困難感を強く抱く傾向があったと考えられる。 
 次に、養護教諭が主体となって保健調査票の情報を事前に整理することについて、⾃由
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記述からは、その判断基準に不安を抱いていることと、強い負担感があることが明らかに
なった。所属する学校の規模が⼤きいほど、養護教諭が主体となって保護者から提出され
た保健調査票の項⽬を、児童⽣徒から直接確認し情報を整理することは難しいと推察され
る。健康診断マニュアルの項⽬と同様に実施したと回答した養護教諭は、約６割であった。
これは先⾏研究101)と類似する結果であり、健康診断マニュアル102)通りに⾏われていない
学校が少なくなかった。その理由として、本調査の⾃由記述にも<運動器検診の背⾻以外
の項⽬は、病院に受診した⼈も、異常なしで報告されているものが多い。>や<しゃがめな
い、ふらつくということで受診勧告したが、異常なしのものがほとんどだった。脊柱、胸
郭を診ることだけでも時間が必要であるので、もう少し効率の良い⽅法があると助かりま
す。>という回答があり、マニュアルに⽰されている保健調査票の項⽬は、その意図が理
解しづらく、判定基準が不明確だった可能性が考えられる。このことから運動器検診は、
整形外科医の専⾨的知⾒を活かせていないことが明らかとなった。 

したがって、保健調査票の項⽬がスクリーニングとして妥当であるか検証し、判定記述
を明確化することが重要である。また、養護教諭や学校医が直接、運動器の状態を確認す
ることを最低限にすることも、時間制約がある定期健康診断では重要である。 
 保健調査票の様式については、<市教委からの保健調査票の様式では、記⼊漏れが多す
ぎ、チェックに膨⼤な時間がかかった。>、<１年ごとに記⼊する様式は、昨年以前の結果
を活かして検診することが難しく、保存に困る。>という回答があった。保護者が記⼊し
やすいような保健調査票を作成し、その精度をあげるための検討が必要であると考えられ
る。保健調査票の様式として、チェックボックスを設けるなど記⼊欄を明確にすることで
記⼊漏れを防ぐといった⼯夫が必要であろう。また、経年的に使⽤できる様式にすること
で、結果の判断や保存の負担軽減するための⼯夫も必要であると考えられる。 
 
（３）保健教育への接続 
 学校の定期健康診断の主な役割の⼀つとして、学校における健康課題を明らかにして健
康教育に役⽴てるという役割がある103)。⼩中学校において、約７割の養護教諭が運動器検
診に関する資料を教職員、保護者、児童⽣徒のいずれかに配布していた。また、⾃由記述
の分析から、運動器検診が導⼊されたことによって、【児童⽣徒や保護者に対して運動器
に関する健康管理が向上する機会となった】や【養護教諭や学校医に対して運動器に関す
る健康管理・健康教育の意識が向上する機会となった】が抽出されており、児童⽣徒、保
護者、養護教諭や学校医の児童⽣徒の運動器について啓発する機会になったことがうかが
える。 
 しかし、『学校の定期健康診断で実施する意義が不明』という回答もあり、学校保健の
中核を担う養護教諭でさえ、運動器検診に関する理解は⼗分ではなかった。「運動器検診
の事後措置としての保健指導」の困難感について、運動器検診実施にあたって研修会を参
考にした養護教諭は、困難感が低かった。研修会によって、運動器検診の意義や必要性の
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認識が⾼まったとの報告104)もあり、研修会は⼀⽅向の知識伝達ではなく、疑問に答えるも
のであるなど、有効性が⾼いと考えられる。運動器検診など特に新しい制度の導⼊にあた
っては、⾏政を主導とした養護教諭を対象とした継続的な研修会の提供が必要であると考
えられる。 

保健調査票に該当項⽬のあった児童⽣徒が医療機関受診勧告にならず経過観察となった
場合、結果通知や個別指導に苦慮したという回答が⾒られた。また、事後の保健指導がで
きるように研修会などの学習機会を要望する回答もあり、検診結果を適切に評価し保健教育
につなぐことが課題である。徳村らは、運動器疾患に関する知識の普及によって、⾃覚症
状のある者が⾃発的に医療機関を受診するようになり、早期発⾒・早期診断につながる105)

ことを報告している。その意味において、運動器検診をより効果的に実施していくために
児童⽣徒、保護者へ運動器疾患についての情報発信を継続的に実施していくことが必要で
ある。 

また、<「ストレッチ指導を」と学校医から指⽰されたが、ストレッチのマニュアルな
どが準備されているわけではないのでそういうものが欲しい。>という回答があった。ス
トレッチングは、現代の児童⽣徒の運動器に関する代表的な健康課題である柔軟性の低下
に対して推奨されている対策の１つである106)107)。しかし、運動器検診の結果を踏まえて
学校でどのようなストレッチング指導が、スポーツ障害・外傷の予防に効果的であるかと
いうことについて、報告は少ない108)109)。そのため、さらに学校での実践研究を蓄積し、
エビデンスに基づく保健教育を構築することが重要であると考えられる。 
 
５．まとめ 
 運動器検診が義務化されたことにより、児童⽣徒、保護者、養護教諭や学校医の運動器
に関する意識の向上や運動器疾患の早期発⾒に貢献したことが⽰唆された。しかし、整形
外科医など専⾨家と学校との連携体制や保健調査票を含む実施⽅法の妥当性など実施体制
について課題があるため、養護教諭の負担感を軽減することのできる、スクリーニング精
度が⾼い運動器検診の⽅法を確⽴することが重要である。また、運動器検診の結果を踏ま
えたストレッチング指導など保健教育への接続について課題があることが明らかとなった。
今後、運動器検診を効果的なものにしていくためには、上記の課題に対して運動器検診の
結果や実践研究を蓄積することが、エビデンスに基づく運動器検診を活⽤した保健管理・
保健教育を構築するうえで重要だと考える。 
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第Ⅱ章 運動器検診の実態と課題②−運動器検診の実施⽅法と保健調査票の妥当性−※１ 
 
１．はじめに 
 運動器検診の役割は、器質的な運動器疾患のスクリーニングや健康課題の発⾒がある110)。
序章で述べたように、運動器検診の導⼊は、児童⽣徒等の運動器に関する意識の向上や、
運動器疾患の早期発⾒に貢献した。しかし、整形外科専⾨医が検診を⾏った場合、運動器
が異常と判定された児童⽣徒が約１割だったという報告111)112)に対して、本研究でのアン
ケート調査結果（第Ⅰ章）を含め、全国の学校で実施された運動器検診で運動器の異常と
判定された児童⽣徒は、４％未満であった113)。つまり、運動器検診は、適切なスクリーニ
ング検査として機能していない可能性があり、運動器検診に関する検査項⽬の精度の検証
が必要であるにもかかわらず、⼗分になされていないのが現状である。そこで本章では、
運動器検診の結果を⽤いて、運動器の検査や保健調査票の項⽬のスクリーニング精度や明
らかとなる運動器疾患、健康課題を明らかにすることを⽬的とした。 
 
２．対象と⽅法 
（１）調査対象 

2018 年度に A ⼩学校、B 中⾼⼀貫校に在籍した児童⽣徒 1,255 ⼈のうち、保健調査票の
記録が全て揃っている 1,214 ⼈（96.7％）を調査対象とした（表Ⅱ―１）。スポーツに関連
するクラブ・部活に所属をしている児童⽣徒が、678 ⼈（55.8 %）と約半数いた。 

 
表Ⅱ―１ 調査対象者の属性                          

学年 

スポーツに関連するクラブ・部活の   
所属の有無 

合計 男 ⼥ 
有 無 有 無 

⼩学校低学年（１〜３年⽣） 121 30 105 41 297 
⼩学校⾼学年（４〜６年⽣） 115 37 79 64 295 
中学⽣ 95 100 42 46 283 
⾼校⽣ 95 120 26 98 339 
合計 426 287 252 249 1,214 

                                                                                                                                 （⼈） 
（２）調査⽅法 

運動器検診の実施⽅法について図Ⅱ―１に⽰す。両校の学校定期健康診断における運動
器の診察は、同⼀の整形外科医が担当した。また、運動器保健調査票（表Ⅱ―２）の項⽬
でいずれか⼀つでも該当した児童⽣徒を保健調査票の項⽬に該当する児童⽣徒とした。 
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運動器保健調査票による事前調査 
（A ⼩学校・B 中⾼⼀貫校） 
調査項⽬ （１）体の痛み 

（２）腰痛 
（３）⽚脚⽴ち 
（４）側弯症 
（５）四肢の ROM 

 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
運動器機能検査の調査項⽬と基準＋ 

調査項⽬ 異常・問題点が疑うとする基準 
（A）側弯症 側弯症の⽴位・前屈検査の４つのチェックポイントに１つ以上該当する 
（B）肘の ROM 肘が完全に伸展できない・左右差がある・屈曲したときに⼿指が肩につかない 
（C）肩の ROM 両肘を完全に進展させた状態で上肢を前⽅挙上させて上腕が⽿につかない 
（D）しゃがみ込み 踵をつけたまましゃがめない・後ろに転ぶ。しゃがむと痛みがでる 
（E）⽚脚⽴ち ⽚脚⽴ちが５秒以上できない。 

 
図Ⅱ―１ A ⼩学校・B 中⾼⼀貫校の運動器検診の実施⽅法 
 A ⼩学校の検診補助者は、事前に運動機能検査の⽅法や基準＋について指導を受けた者が
実施している。 
 

 

検診補助者の視診による運動器機能検査＊

（A ⼩学校のみ） 
調査項⽬ （A）側弯症の⽴位・前屈検

査 
（B）肘の ROM 
（C）肩の ROM 
（D）しゃがみ込み 
（E）⽚脚⽴ち 

（A）〜（E）の異常・問題点が疑われる
（１）〜（５）の問題点が疑われる者 

学校定期健康診断における学校医（整形外科医）による運動器の診察 

医療機関（整形外科）受診勧告・経過観察・簡易指導 

医療機関受診した者 

医療機関からの報告書を養護教諭へ提出 
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表Ⅱ―２ A ⼩学校・B 中⾼⼀貫校の保健調査票の調査項⽬と主な記述内容 
 

A ⼩学校では、健康診断マニュアルの項⽬を⽂⾔のみで調査していた。B 中⾼⼀貫校で
は、「運動器の健康・⽇本協会」がホームページに掲載している保健調査票 9)を参考にした
⽂⾔とイラストを⽤いた様式になっていた。 
 

調査項⽬ 

主な記述内容 

A ⼩学校 

イ
ラ
ス
ト

B 中⾼⼀貫校 

イ
ラ
ス
ト

体の痛み ・現在、体に痛みがある 有 ・現在、体に痛みがある 有

腰痛 
・腰を曲げたり、 

反らしたりすると痛みがある 
無

・腰を曲げたり、反らし 
たりすると痛みがある 

有

⽚脚⽴ち 
・⽚脚⽴ちが５秒間以上できな 
 い 

無
・⽚脚⽴ちが５秒間以上 

できない 
有

側弯症 ・背中が曲がっている 無

・両肩の⾼さに差があ
る 

・左右の脇線の曲がり
⽅に差がある 

・肩甲⾻の⾼さ・位置
に差がある 

⽴
位
検
査 

有

・前屈した左右の背⾯
の⾼さに差がある 

前
屈
検
査 

四 肢 の 関
節 可 動 域
（ROM） 

上
肢 

・腕・脚に  
 動きの悪 
 いことこ  
 ろがある 

 無

・バンザイをした時、両腕
が⽿につく 
・掌を上に向けて腕が伸び
る 

有

下
肢 

・踵を床  
 につけた  
 まましゃ 
 がみ込み 
 ができない 

無
・踵を床につけたまましゃ
がみ込みができない 

有
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本研究での運動器疾患有りとした基準は、医療機関での診断があることとした。外傷以
外の運動器疾患については、両校の 2018 年度から 2019 年度の運動器検診までの１年間に
医療機関で運動器疾患を診断された児童⽣徒を運動器疾患有りとし、それ以外を無しとし
た。 

表Ⅱ―２に⽰す保健調査票の A ⼩学校６項⽬114)、B 中⾼⼀貫校 10 項⽬115)、図Ⅱ―１に
⽰す運動器機能検査の５項⽬、学校定期健康診断における学校医による運動器の診察の結
果を調査した。本研究における⽴位検査は、「肩の⾼さ」、「肩甲⾻の⾼さや後⽅への出っ
張り」、「ウエストライン」の左右差を確認すること（３項⽬）、前屈検査は、前屈させた
状態の「背中の肋⾻の⾼さ（肋⾻隆起）」に左右差を確認することである（１項⽬）。この
４項⽬のうち、１つでも該当する場合は、側弯症疑いとして医療受診勧告の対象とした。
また、医療機関受診勧告対象者は受診の有無、医療機関に受診した者は、医療機関からの
報告書も調査した。 
 
（３）統計学的処理 

保健調査票で得られた選択肢による回答や検診結果についてはクロス 集計表を作成し、
得られた分布を⽐較した。 得られたデータはχ2 検 定 を ⾏ い 、２ × ３ 以 上 の分割表に
おいて有意差があった項⽬は残査分析で 判 定 し た 。 ま た 、 ２ ×２ の 分 析 で 、 度 数 
が ５ 以 下 の 場 合 は 、Fisher 正 解 確 率 検 定 を ⾏ っ た 。統 計 上 の 有 意 ⽔ 準 は 
５ ％ 未 満 と し た 。 統 計 処 理 に は 、 IBM SPSS Statistics Ver25 を⽤いた。 
 
３．結果 
 保健調査票の項⽬に該当する児童⽣徒は、⼥⼦より男⼦の割合が多かった（図Ⅱ―
２）。校種別では、学年が上がるにつれて保健調査票に該当する児童⽣徒が増える傾向が
あり、男⼦では⾼校⽣が、⼥⼦では中学⽣の割合が最も⾼かった。「しゃがみ込みができ
ない」「四肢の ROM（Range of motion：関節可動域）制限がある」の柔軟性低下に関連
する項⽬に該当する児童⽣徒は、校種が上がるにつれ増加する傾向が⾒られた。また、
「体に痛みがある」「腰痛がある」に該当する児童⽣徒は、男⼥とも⼩学⽣⾼学年以降に
約１割いた。整形外科医による運動器の診察により、医療機関受診を勧告したのは、⼩学
校低学年 12 ⼈（4.0％）、⼩学校⾼学年 38 ⼈（12.9％）、中学⽣ 21 ⼈（7.4％）、⾼校⽣ 35
⼈（10.3％）の計 106 ⼈（8.7%）であった。そのうち、医療機関を受診した児童⽣徒は、
⼩学校低学年 7 ⼈（2.4％）、⼩学校⾼学年 23 ⼈（7.8％）、中学⽣ 16 ⼈（5.7％）、⾼校⽣
16 ⼈（4.7％）で計 62 ⼈（5.1％）であった。その結果、何らかの運動器疾患を診断され
た児童⽣徒は 42 ⼈で、受診者の 67.7％、全対象者の 3.5％であった。校種・性別における
運動器疾患の発⾒率の内訳を図Ⅱ―３に⽰す。男⼥共に⼩学校低学年が最も低く、男⼦で
は、⼩学校低学年 1 ⼈(0.7％)に⽐較して⼩学校⾼学年 11 ⼈(7.2％)、中学⽣９⼈(4.6％)は
有意に⾼率であった（p<0.05）。⼥⼦においても、⼩学校低学年 1 ⼈(0.7％)と⽐較し⼩学
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校⾼学年６⼈(4.2％)、⾼校⽣６⼈(4.8％)は、有意に⾼率に運動器疾患が発⾒されていた
（p<0.05）。 
                                                  

  
図Ⅱ―２ 校種・性別の保健調査票に該当する児童⽣徒の内訳（重複あり） 
 

本研究の運動器検診を契機に発⾒された運動器疾患は、構築性側弯（以下、側弯症）が
26 ⼈（61.9％）と最も多く、次いで、下肢の運動器障害 13 ⼈（31.0％）であった(図Ⅱ―
４・表Ⅱ―３)。側弯症、下肢の運動器障害ともに⼩学校⾼学年以降、増加していた(図Ⅱ
―４)。また、運動器障害がある児童⽣徒のスポーツに関連するクラブ・部活動への所属は
１１⼈（78.6%）と運動器障害がない児童⽣徒の所属 423 ⼈(49％)と⽐較し有意に⾼率で
あった（p<0.05）（図Ⅱ―５）。 

 
  
 
 
 
 
 
 

男
(n=151)

⼥
(n=146)

男
(n=152)

⼥
(n=143)

男
(n=195)

⼥
(n=88)

男
(n=215)

⼥
(n=124)

⼩学校低学年 ⼩学校⾼学年 中学⽣ ⾼校⽣
⽚脚⽴ちができない 0.7 0 0 0 1 2.3 0.6 1.6

四肢のROM制限がある 0 0 0.7 0 0 4.5 3.3 1.6

しゃがみ込みができない 2.6 0 2 2.1 10.3 8 15.8 10.5

側弯症を疑う所⾒がある 2.6 2.1 4.6 2.8 5.6 2.3 8.4 6.5

腰痛がある 1.3 0 0 0.7 2.6 3.4 5.1 2.4

体に痛みがある 7.9 4.8 12.5 11.2 14.4 12.5 12.6 6.5

0
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35
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体に痛みがある 腰痛がある 側弯症を疑う所⾒がある しゃがみ込みができない 四肢のROM制限がある ⽚脚⽴ちができない

（％） 
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図Ⅱ―３：校種・性別の運動器検診による運動器疾患の発⾒率 
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表Ⅱ―３ 医療機関受診し診断を受けた児童⽣徒の疾患名（重複あり） 

分類 疾患名 学年 性 
延べ⼈数
（⼈） 

変形    
(n=27) 

側弯症     

⼩学２年⽣ 男 １ 
⼩学３年⽣ ⼥ １ 

⼩学４年⽣ 
男 ２ 
⼥ ２ 

⼩学５年⽣ 
男 ２ 
⼥ １ 

⼩学６年⽣ 
男 ２ 
⼥ １ 

中学２年⽣ 男 １ 

中学３年⽣ 
男 ２ 
⼥ １ 

⾼校１年⽣ 
男 ２ 
⼥ ２ 

⾼校２年⽣ 
男 ３ 
⼥ ２ 

⾼校３年⽣ 
男 １ 
⼥ １ 

運動器障害  
（n=14） 

膝蓋腱炎      
⼩学５年⽣ 

男 １ 
⼥ ２ 

中学３年⽣ 男 １ 

踵⾻⾻端症    
⼩学５年⽣ 男 １ 
⼩学６年⽣ 男 １ 

オスグッド病 
⼩学６年⽣ ⼥ １ 
中学２年⽣ 男 ２ 

アキレス腱周囲炎 ⼩学５年⽣ 男 １ 
野球肩 ⼩学４年⽣ 男 １ 

内転筋損傷 ⼩学５年⽣ 男 1 
有痛性外脛⾻障害 中学２年⽣ 男 １ 

⼤腿筋⾁痛 中学３年⽣ 男 １ 
膝内障 ⾼校１年⽣ 男 1 

変形性股関節症 ⾼校３年⽣ ⼥ １ 
外傷(n=1) ⾜関節外果剥離⾻折 ⼩学４年⽣ 男 １ 

その他(n=1) 陥⼊⽖ 中学２年⽣ 男 １ 
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図Ⅱ―４：校種・性別の運動器検診で発⾒された運動器疾患の内訳 
 

 ＊:ｐ＜0.05  

 
 
図Ⅱ―５ スポーツに関連するクラブ・部活の所属の有無と四肢の運動器障害の関連 
（運動器障害が発⾒されなかった⼩学校低学年の児童と医療機関受診勧告を受けたが、医
療機関に受診していない児童⽣徒は除く） 

男 ⼥ 男 ⼥ 男 ⼥ 男 ⼥
⼩学校低学年 ⼩学校⾼学年 中学⽣ ⾼校⽣

その他 0 0 0 0 1 0 0 0
外傷 0 0 1 0 0 0 0 0
上肢の運動器障害 0 0 1 0 0 0 0 0
下肢の運動器障害 0 0 4 3 5 0 1 1
側弯症 1 1 6 4 3 1 6 5

0
2
4
6
8

10
12
14

側弯症 下肢の運動器障害 上肢の運動器障害 外傷 その他
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（⼈） 

＊ 
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最後に、保健調査票または視診による運動器機能検査と運動器検診を契機に発⾒された
運動器疾患における感度・特異度・尤度⽐を表Ⅱ―４、表Ⅱ−５に⽰した。運動器検診で
医療機関受診勧告を受けたにも関わらず医療機関を受診していない児童⽣徒 44 ⼈は調査対
象から除外した。また、腰痛に関しては、全員医療機関を受診した報告がないため除外し
た。 

まず、側弯症において⼩学校では、視診による⽴位検査・前屈検査が感度・特異度共に
⾼く、尤度⽐ 40.1 と最も⾼かった。保健調査票のみでは尤度⽐ 12.8 と低かった。中⾼で
は、⼩学校の視診に該当するものを⾃宅で実施し保健調査票に記⼊してもらったが、尤度
⽐ 27.4 と⼩学校の視診には及ばないものの、⾼い値であった。 

次に、運動器障害において保健調査票の項⽬で尤度⽐が 10 以上であったものは、⼩学
校、中⾼の保健調査票の「体の痛み」と、⼩学校の「しゃがみ込みができない」であった。
しかし、⼩学校の「しゃがみ込みができない」の特異度は⾼かったが、感度は 0.167 と低
かった。なお、調査期間内に運動器検診以外で発⾒された運動器疾患（外傷を除く）につ
いて、養護教諭を通じて調査をしたところ両校ともいなかった。 
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表Ⅱ―４動器検診で発⾒された運動器疾患と保健調査票・運動器機能検査（視診）の精度
（A ⼩学校：n=572） 

スクリーニングの
対象となる疾病の
種類 

調 査 ⽅
法 

項⽬ 
真陽性 偽陽性 

感度 特異度 尤度⽐
偽陰性 真陰性 

側弯症 

保 健  
調査票 

背 中 が 曲 が
っている 

3 12 
0.273 0.979 12.8

8 549 

視診 
⽴ 位 検 査  
前屈検査 

11 14 
1.000 0.975 40.1

0 547 

四肢の運動器障害 
保 健  
調査票 

体 に 痛 み が
ある 

5 38 
0.714 0.933 10.6

2 527 

四肢の ROM
制限がある 

1 0 
0.143 1.000  

6 565 

上肢の運動器障害 視診 
上肢の ROM
制限がある 

0 2 
0.000 0.996 0.0 

1 569 

下肢の運動器障害 

保 健  
調査票 

し ゃ が み 込
み が で き な
い 

1 8 
0.167 0.986 11.8

5 558 

視診 
1 23 

0.167 0.959 4.1 
5 543 

保 健  
調査票 ⽚ 脚 ⽴ ち が

できてない 

0 1 
0.000 0.998 0.0 

6 565 

視診 
0 0 

0.000 1.000  
6 566 
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表Ⅱ―５ 動器検診で発⾒された運動器疾患と保健調査票・運動器機能検査（視診）の精
度（B 中⾼⼀貫校：n=598) 

 
４． 考察 
 本節における運動器検診で発⾒された運動器疾患は、全体で 3.5％であった。これは、
先⾏研究で整形外科医が主体となって実施された運動器検診から推定される児童⽣徒の運
動器疾患罹患率(推定含む)が 6−15.7％116)117)と⽐較し、やや低値であった。しかし、本章
において医療機関受診勧告対象となった児童⽣徒の受診率は、約６割程度であったことを
踏まえると妥当な数字であると考えられる。また、受診率についても学校で実施された運
動器検診の受診率は、６割以下の報告が多く118)119)120)⼀般的な割合だと考える。ただし、
今回、⾼頻度で発⾒された運動器疾患である側弯症は、後遺症や治療成績の観点からも早
期発⾒が重要となる。また、オスグッド病、シーヴァ病や野球肩などの⾻端症も、進⾏す
ると疼痛や可動域制限など後遺症の残存につながる121)ことからも成⻑期における運動器疾
患を放置した際のリスクを伝えることにより受診率を⾼める必要がある。 
 校種別では⼩学校⾼学年の児童での運動器疾患の発⾒率は、先⾏研究で整形外科医が主
体となって実施された運動器検診から推定される児童⽣徒の運動器疾患罹患率(推定含む)6
−15.7％122)123)に類似する結果であり、運動器疾患のスクリーニングとして有効に機能し
ていると考えられる。 

ス ク リ ー ニ
ン グ の 対 象
と な る 疾 病
の種類 

調 査 
⽅法 

項⽬ 
真陽性 偽陽性 

感度 特異度 尤度⽐ 

偽陰性 真陰性 

側弯症 

保 健 
調査票 

⽴ 位 検 査  
前屈検査 

12 17 
0.800 0.971 27.4 3 566 

運動器障害 
体 に 痛 み
がある 

7 55 
1.000 0.907 10.7 0 536 

上肢の   
運動器障害 

上 肢 の
ROM 制
限がある 

0 12  0.980  

0 586 

下肢の   
運動器障害 

し ゃ が み
込 み が で
きない 

1 67 
0.143 0.887 1.3 

6 524 
⽚脚⽴ 
ち が で き
ない 

0 7 
0.000 0.988 0.0 

7 584 
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運動器疾患の多くを占めた側弯症は 11 歳以降の思春期に発症する思春期側弯症が最も多
いとされている124)。側弯症は、若年発症者ほど進⾏しやすいため、⼩学⽣の定期健康診断
によって早期発⾒することの意義は⼤きい。感度・特異度の観点から側弯症のスクリーニ
ング⽅法として最も有効であったのは、⼩学校の運動器検診当⽇に実施した視診による⽴
位検査及び・前屈検査であり感度 1.0、特異度 0.98 であった。Karachalios ら125)は、前屈
検査に加えてモアレポトグラフィー（以下、モアレ検査）や scoliometer などを併⽤する
ことで、より精度の⾼い検診が可能であることを指摘している。⼀⽅で、モアレ検査や
scoliometer はいずれも感度は⾼いものの特異度が低くなる傾向があり126)、専⽤の検査器
具と技術も必要とされることから費⽤対効果にも課題がある。今回の調査結果より、費⽤
対効果の⾯からも視診による⽴位検査及び前屈検査が最も適切であると考えられる。⼀⽅
で、このことは、保健調査票の有効性を損なうものではない。⽵⽥ら127)は、イラスト付き
の保健調査票の有効性を述べている。本研究でも中⾼⼀貫校で実施したイラスト付き保健
調査票は、尤度⽐ 27.4 と⾼く有⽤であった。⼀⽅で偽陰性が３⼈認められ、保健調査票の
みでの限界も認められた。また、⼩学校の保健調査票ではイラストはなく、「背中が曲が
っている」という質問のみでスクリーニングした場合は、保健調査票または、視診で⽴位
及び前屈検査の４項⽬を調査した場合と⽐較して感度が低かった。したがって、⽴位検査
と前屈検査をイラスト付きの保健調査票で事前に調査したうえでの学校医による診察が有
⽤であると考えられた。 
 次に、今回発⾒され、運動器障害と診断された児童⽣徒の約８割がスポーツに関連する
クラブ・部活動に所属していた。このことから、スポーツに関連した運動器障害が多くを
占めていると推測される。徳村ら128)も、学校の運動器検診で問題点が疑われる例は、95％
前後が運動部員であったと報告している。更に、鎌⽥129)は、スポーツ活動時間が⻑くなる
ほど痛みを持つリスクが⾼くなることを指摘している。これらのことから、スポーツの活
動状況は、運動器障害をスクリーニングする際に有益であると考える。 

その他に運動器障害をスクリーニングする⽅法として尤度⽐が⾼かった項⽬は、疼痛の
有無であり、全ての校種においても感度・特異度共に⾼く調査項⽬として有効であったと
考えられる。徳村ら130)は、側弯症を除く医療機関受診勧告の対象となった⽣徒は全て痛み
などの⾃覚症状があったと報告している。本研究の結果からも運動器に関連する⾃覚症状
のなかで、運動器障害をスクリーニングする有効な指標の⼀つは、疼痛症状であることが
明らかになった。 

⼀⽅、下肢の運動器障害のスクリーニングとしてしゃがみ込みを含む四肢の ROM 制限
を調査する項⽬や⽚脚⽴ちができないなどの項⽬は、感度が 0-0.1 台と低値であった。こ
れは、⽚脚⽴ちやしゃがみ込みの項⽬でスクリーニングの対象となる⼤腿⾻頭すべり症、
ペルテス病などの股関節疾患を患っている児童⽣徒は１⼈と少なかったことが原因と考え
られる。いずれの股関節疾患も軽微なものも含めて下肢の疼痛症状を認めることが多いと
されている131)。今回の運動器検診で発⾒された下肢の運動器障害の共通する⾝体所⾒は、
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労作時痛や圧痛などの疼痛132)133)と⾔われている。更に、⼤腿⾻頭すべり症、ペルテス病な
どの股関節疾患の疾患に共通している症状として Trendelenburg 兆候などの跛⾏がある134)。 

以上のことからスクリーニングという観点において、軽微な場合も含め体の痛みを保健
調査票で注意深く調査することが重要であると考えられる。また、四肢の関節可動域制限
があったり、⽚脚⽴ちができなかったりする場合は、疼痛を伴うか跛⾏を有するかを確認
することで四肢の運動器障害を中⼼とした運動器疾患に関するスクリーニングの精度を⾼
めることができると考えられる。また、疼痛症状が乏しい運動器障害135)もあるため、スポ
ーツ活動状況を把握することで、より注意深く診察する児童⽣徒の選別ができ、⾒落とし
を少なくするために重要であると考えられる。 

しゃがみ込みを含む四肢の関節可動域制限を調査する項⽬や⽚脚⽴ちができないなどの
項⽬は、感度が低かったものの、特異度は⾼かった。そのため該当するからといって運動
器疾患の早期発⾒につながるわけではないが、該当しない場合には、問題ない可能性が⾼
いと考えられる。そのため、運動器に問題がないか確認する項⽬としてある程度妥当だと
考えられる。 

これらの項⽬は、校種が上がるにつれ該当する児童⽣徒が増加していた。このような運
動器機能不全の状態は、運動器障害・外傷の原因となりうる136)137)ため対策するべき健康
課題である。このような運動器機能不全の原因として、運動器疾患以外に、運動過多・運
動不⾜による柔軟性の低下が挙げられている138)。したがって、運動器外傷・障害予防の観
点から柔軟性が低下し始める⼩学⽣の段階から運動習慣の適正化やストレッチングなどで
対策する必要があると考えられる。 
 本研究の限界は、医療受診勧告を受けながらも医療機関に受診していない児童⽣徒が約
４割いたことである。特に、腰痛関連疾患を疑われた児童⽣徒で医療機関に受診した者が
おらず評価ができなかった。また、学校の定期健康診断の性質上、運動器検診で医療機関
受診勧告を受けていない児童⽣徒に、運動器疾患の有無について確認できなかったことで
ある。今回の検診での指摘がないことで、運動器疾患が無いと断定することはできないが、
それでも学校⽣活において児童⽣徒に⽀障がなかったという意味では、ある程度妥当な基
準であると考える。 
 
５．まとめ 

学校で実施される運動器検診においてスクリーニングされる運動器疾患は、主に⼩学校
⾼学年以上の側弯症と下肢の運動器障害であった。側弯症は、事前にイラスト付きの保健
調査票で⽴位検査及び前屈検査を正確に調査したうえで視診による⽴位検査及び前屈検査
を実施することが望ましいことを明らかにした。下肢の運動器障害においては、疼痛症状
とスポーツ活動状況を把握することが有効であった。 
 また、校種が上がるにつれ、柔軟性の低下など運動器機能不全を有する児童⽣徒が増加
していた。予防の観点から⼩学⽣の段階から運動習慣の適正化やストレッチングなど保健
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教育を実施していく必要があると考えられる。 
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第Ⅲ章 保健教育としてのストレッチングプログラムの効果検証 
第１節 ⼩学⽣のセルフチェックシートを活⽤したストレッチングプログラムの効果検証 
  
１．はじめに 

第Ⅱ章では、運動器検診の課題の１つである運動器検診の実施体制について着⽬し、定
期健康診断の役割である疾病のスクリーニング139)として機能しているかどうかを検証し
た。その結果、イラスト付きの保健調査票を⽤いたうえで正確な視診を⾏うことで⼩学校
⾼学年以上の側弯症をスクリーニングすることが可能であり、疼痛症状と児童⽣徒のスポ
ーツ活動について把握することで下肢の運動器障害をスクリーニングすることが可能であ
ることを明らかにした。 

第Ⅰ章において、すでに運動器検診に関する養護教諭の困難感を解明したが、この第Ⅱ
章で⽰したスクリーニング精度が⾼い運動器検診の⽅法を踏まえながら、専⾨家による研
修会などの学習機会を継続的に提供することによって、困難感の解消につなげることがで
きると考えられる。 

そこで本章では、運動器検診のもう１つの課題である保健教育への接続について論じ
る。序章で触れたように、学校保健会が推奨している運動器に関する保健調査票の項⽬で
ある「しゃがみこみができない」、「⽚脚⽴ちが 5 秒以上できない」「腕、脚に動きが悪い
ところがある」に該当する児童⽣徒が、約 4 割いると⾔われている140)。運動器機能不全の
状態で運動を⾏えば運動器外傷・障害が⽣じやすいことが懸念されており、その対策の１
つとしてストレッチングが推奨されている141)142)。しかし、第Ⅰ章のアンケート調査が⽰し
ているように、運動器検診の結果を踏まえたストレッチング指導のマニュアルがなく対応
に苦慮する養護教諭がいる。したがって、しゃがみ込みなどができない児童⽣徒の柔軟性
低下について、学校でどのようなストレッチング指導が効果的かを検証することが重要で
ある。 

柔軟性が低下している児童に対して静的ストレッチングが推奨されている143)。静的スト
レッチングとは、反動（はずみ）や他者の強い⼒を借りないでゆっくり伸ばして、最⼤に
伸ばした姿勢で⽌めて維持することにより柔軟性を⾼める運動のことである144)。特に、学
校で定期的に⾏うことによって効果的にスポーツ外傷や障害の予防につながることが期待
できる。 

しかし、学校で実施するにあたりストレッチングの指導⽅法について検証している研究145)146)

は少ない。そこで本節は、予防の観点から柔軟性が低下し始める段階の⼩学⽣を対象とし
て柔軟性の向上など運動器障害の予防や改善を⽬指して学校で静的ストレッチングの指導
を⾏い、セルフチェックシートの記述の分析から、その効果を明らかにすることを⽬的と
した。 

運動器検診の結果、異常が認められた児童には専⾨医の受診を勧めるなどの適切な事後
措置を⾏った。それ以外の疾病の疑いのない児童に対しては、柔軟性を⾼める静的ストレ
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ッチングを実施し、その効果を児童が回答したセルフチェックシートの結果を⽤いて検証
した。 
 
２．対象と⽅法 
（１）調査対象 

令和２年 10 ⽉に，公⽴⼩学校１校の全校児童 517 ⼈のうち，本研究で⽤いたセルフチ
ェックシートの項⽬全てに回答している児童 443 ⼈ 85.7％を対象とした（表Ⅲ―1−１）。  
 
表Ⅲ―１−１ 対象者の属性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：⼈（％） 
（２）調査⽅法 

５⽉に全児童を対象に約 10 分間のストレッチングに関する DVD(導⼊⽤ DVD)を⽤いて
指導を⾏った。その後、６⽉から週２回，各教室で朝の会に約４分間指導⽤の DVD(全体
指導 DVD)を⾒ながら，下肢を中⼼とした全６種類の静的ストレッチング（図Ⅲ―1−１）
を各部位１回約 15 秒間実施した。全児童を対象に 10 ⽉に柔軟性、ストレッチング後のセ
ルフチェックシート（図Ⅲ―1−２）を⽤いて⼼⾝の状態，⽣活習慣に関する⾃⼰評価を
⾏った。柔軟性と⽣活習慣に関する項⽬においては、図Ⅲ―1−２のように３段階で評価
をした。 
 
（３）ストレッチングの⽅法（図Ⅲ―1−１） 

クラス単位で指導⽤ DVD を⽤いて実施した。ストレッチングの種類は、図Ⅲ―1−１に
⽰す６種類の静的ストレッチングである。また、ストレッチされる筋の⑴は、主にストレ
ッチされる筋、⑵は、その次にストレッチされる筋を⽰している。1 回のストレッチング
の時間は、約 15 秒間両側１回ずつ合計で約３分間実施した。 

また、ストレッチングを実施する際には、勢いをつけずにゆっくり伸ばすこと、息を吐
きながら伸ばすこと、痛くなるまで無理をして伸ばさない（けがをしているときはしな
い）、伸びているところを意識して伸ばすことを特に注意して指導を⾏った。 

学年 男 ⼥ 合計 
1 年⽣ 38（57.6） 28（42.4） 66

２年⽣ 36（46.8） 41（53.2） 77

３年⽣ 28（41.2） 40（58.8） 68

4 年⽣ 31（49.2） 32（50.8） 63

5 年⽣ 46（54.1） 39（45.9） 85

６年⽣ 40（47.6） 44（52.4） 84

全体 219（49.4） 224（50.6） 443
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肢位  

⽅法 両 脚 を 肩 幅 に 開 い て ⽴
つ。前屈し、地⾯に向か
って⼿を伸ばす。前屈を
するときに、膝が曲がら
ないようにする。 

⽚脚⽴ちをする。上げ
ている⾜(図では左⾜)
をお尻の後⽅へ引き上
げる。余裕があれば、
膝が股関節より後ろに
来るまで引き上げる。
バランスが取れない場
合 は 、 何 か に つ か ま
る。 

両脚を前後へ開く。両⼿を前脚
の膝につき、後⽅の脚をまっす
ぐに伸ばし、その踵を地⾯につ
け、つま先をまっすぐ前⽅に向
ける。後⽅の脚の膝をまっすぐ
にしたまま、上体を前に倒す。

ストレッ
チされる
筋 

【太ももの後ろの筋⾁】 
(1)ハムストリングス 
(2)腓腹筋・⼤殿筋・腰腸
肋 筋 ・ 胸 棘 筋 ・ 棘 突 間
筋・多裂筋 

【太ももの前の筋⾁】
⑴⼤腿四頭筋 
⑵腸腰筋 

【ふくらはぎの筋⾁】 
(1)腓腹筋 
(2)後脛⾻筋・⻑⺟趾屈筋・ 
⻑ 趾 屈 筋 ・ ⻑ 腓 ⾻ 筋 ・ 短 腓 ⾻
筋・⾜底筋 

調査項⽬
に対して
期待でき
る効果 

⻑座体前屈の向上 
腰 ・ 太 も も （ 後 ろ ）・  
痛みの軽減・発症予防 
 

股 関 節 ・ 太 も も
（前）・膝の痛みの軽
減・発症予防 
 

しゃがみ込みができない児童の
減少 
ふくらはぎ・脛・アキレス腱・  
踵の痛みの軽減・発症予防 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① ② ③ 
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肢位    

⽅法 両⾜を肩幅に開いて⽴つ。
両脚を曲げてしゃがみ込
む。踵を床につけたまま、
体重を前にかけていく。 

⼀⽅の腕を体の前を横切る
ように上げる。腕を⽔平に
保ち、肘を反対側の肩に向
けて引き付ける。 

両腕を交差させて、
頭の上に上げる。⼿
をできるだけ上に伸
ばす。 

ス ト レ ッ チ
される筋 

【ふくらはぎの筋⾁】 
⑴ヒラメ筋 
⑵後脛⾻筋・⻑⺟趾屈筋・
⻑趾屈筋・⻑腓⾻筋・短腓
⾻筋 

【肩の筋⾁】 
⑴ 僧帽筋・菱形筋・ 

広背筋・三⾓筋後部 
⑵ 棘下筋・⼩円筋 

【背中の筋⾁】 
⑴広背筋 
⑵⼤円筋 

調 査 項 ⽬ に
対 し て 期 待
できる効果 

しゃがみ込みができない 
児童の減少 
ふくらはぎ・脛・アキレス
腱・踵の痛みの軽減・発症
予防 

肩の動きの制限がある児童
の減少 
肩の痛みの軽減・発症予防 
 

肩の動きに制限があ
る児童の減少 
頸部・背中の痛み軽
減・発症予防 
 

図Ⅲ―1−１：実施した静的ストレッチングの内容と調査項⽬に対して期待できる効果
（⽂献147)を参考に筆者作成） 

 
（４）調査内容 

セルフチェックシート（図Ⅲ―1−２）の項⽬である「柔軟性（肩・⼤腿・⾜関節）」
「ストレッチングの取り組み⽇数」「⽣活習慣（就寝・朝⾷・運動習慣）」「⼼⾝の体調
（体の痛み・気分）」に関する９項⽬を児童に⾃⼰評価したものを調査した。柔軟性と⽣
活習慣と⼼⾝の体調に関する項⽬は、３件法で調査をした。⾃⼰評価の⽅法について「柔
軟性（肩・⼤腿・⾜関節）」は、図Ⅲ―1−２の A：とても柔らかい１点、B：柔らかい２
点、C：硬い３点とした。 

肩の柔軟性は、両腕を交差させて頭の上にあげた状態で肘をまっすぐに伸ばせる：とて
も柔らかい、肘をまっすぐに伸ばせないが両腕を交差できる：柔らかい、両腕を交差でき
ない：硬いとした。⼤腿の柔軟性は、両⾜を肩幅に開いて⽴ち、膝を伸ばした状態で前屈
し地⾯に向かって⼿を伸ばす。その状態で、⼿のひら全体が床につく：とても柔らかい、
指先が床につく：柔らかい、指先も含め⼿が床につかない：硬いとした。⾜関節の柔軟性
は、両⾜を肩幅に開いて⽴ち、両脚を曲げてしゃがみ込む。その状態で、踵をつけたまま
しゃがめる：とても柔らかい、踵をあげたらしゃがめる：柔らかい、しゃがめない：硬い
とした。 

④ ⑤ ⑥ 
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⽣活習慣においては、図Ⅲ―1−２の◎：毎⽇あてはまる：1 点、〇：ほとんどあては
まる２点、△：ほとんどあてはまらない３点とした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ―1−２ セルフチェックシート（柔軟性と⽣活習慣） 
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（５）分析⽅法 
 基本情報は、単純集計を⾏った。数量化可能な項⽬については対応のない t 検定を、カ
テゴリ化された項⽬についてはクロス集計を⾏い、出現率を算出しχ2 検定を⾏った。 

柔軟性と⽣活習慣と⼼⾝の体調に関する項⽬（３件法）については、マン・ホイットニ
ーの U 検定を⽤いた。⽣活習慣、柔軟性、ストレッチング⽇数、⼼⾝の体調においては、
スピアマンの順位相関係数を⽤いた。統計的有意⽔準は５％未満とした。分析には、IBM 
SPSS Statistics Ver.27 を⽤いた。 
 
３．結果 

10 ⽉のセルフチェックシートの結果から、柔軟性について表Ⅲ―1−２に⽰した。肩の
柔軟性は、436 ⼈（98.4％）がとても柔らかいに該当した。その他７⼈（男⼦３⼈、⼥⼦
４⼈）は柔らかいに該当した。⾜関節の柔軟性は、とても柔らかいに該当した児童が 426
⼈（96.2％）、柔らかいに該当した児童が 16 ⼈（男 13 ⼈、⼥⼦３⼈）であった。硬いに該
当した児童は、男⼦１⼈のみであった。次に、⼤腿部後⾯の柔軟性は、肩と⾜関節の柔軟
性に⽐較して硬いに該当する児童が 57 ⼈（26.0％）と多かった。柔軟性を男⼥で⽐較する
と、⼤腿部（後⾯）と⾜関節の柔軟性は、⼥⼦の⽅が男⼦と⽐較して有意に柔らかかった
（ｐ＜0.05）（表Ⅲ−１―３）。ストレッチングを取り組んだ⽇数を表Ⅲ―1−４に⽰した。 

朝⾷については、男⼥共に毎⽇あてはまる（⾷べた）と回答した児童が約９割いた（表
Ⅲ―1−5）。就寝時間（表Ⅲ―１−６）や運動時間（表Ⅲ―1−7）においては、毎⽇あて
はまると回答した児童が男⼥共に半数以下であった。 

 
表Ⅲ―1−２ 学年・性別の柔軟性（肩・⼤腿部（後⾯）・⾜関節）単位：⼈（％） 

 

1年⽣
（n=38)

2年⽣
(n=36)

3年⽣
(n=28)

4年⽣
(n=31)

5年⽣
(n=46)

6年⽣
(n=40)

合計
(n=219)

とても柔らかい
37

(97.4)
36

(100.0)
26

(92.9)
31

(100.0)
46

(100.0)
40

(100.0)
216
(98.6)

柔らかい
1

(2.6)
0
(0)

2
(7.1)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

3
(1.4)

固い 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)

とても柔らかい
16

(42.1)
15

(41.7)
2

(7.1)
5

(16.1)
5

(10.9)
3

(7.5)
46

(21.0)

柔らかい
17

(44.7)
16

(44.4)
20

(71.4)
14

(54.2)
26

(56.5）
23

(57.5）
116

(53.0）

固い
5

（13.2）
5

(13.9）
6

(21.4)
12

(38.7）
15

(32.6）
14

(35.0）
57

(26.0）

とても柔らかい
34

（89.5）
34

(94.4）
25

(89.3）
30

(96.8）
45

（97.8
37

(92.5）
205

（93.6）

柔らかい
4

（10.5）
2

(5.6)
3

(10.7)
1

(3.2)
1

(2.2)
2

(5.0)
13
(5.9)

固い
0
(0)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

1
(2.5)

1
(0.5)

男⼦

肩

⼤腿部
（後⾯）

⾜関節
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表Ⅲ―1−３ 性別の柔軟性（肩・⼤腿部（後⾯）・⾜関節）の⽐較 
 
 
 
 
 
 

マン・ホイットニーの U 検定  M：中央値、T 順位総和 
 
表Ⅲ―1−４ ストレッチング実施期間（⽇） 

 
 
 
 
 

1年⽣
（n=28)

2年⽣
(n=41)

3年⽣
(n=40)

4年⽣
(n=32)

5年⽣
(n=39)

6年⽣
(n=44)

合計
(n=224)

とても柔らかい 27
(96.4)

40
(97.6)

40
(100.0)

32
(100.0)

39
(100.0)

42
(100.0)

220
(98.2)

柔らかい
1

(3.6)
1

(2.4)
2

(7.1)
0
(0)

0
(0)

2
(2.4)

4
(1.8)

固い 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)

とても柔らかい
18

(64.3)
26

(63.4)
12

(30.0)
13

(40.6)
11

(28.2)
9

(20.5)
89

(39.7)

柔らかい 8
(28.6)

11
(26.8)

21
(52.5)

13
(40.6)

22
(56.4)

25
(56.8)

100
(44.6)

固い 2(7.1) 4(9.8) 7(17.5) 6(18.8) 6(15.4) 10(22.7 35(15.6)

とても柔らかい
28

(100.0）
41

(100.0)
39

(100.0)
32

(100.0)
39

(100.0)
42

(95.5)
221

（98.7）

柔らかい 0
(0)

0
(0)

1
(2.5）

0
(0)

0
(0)

2
(4.5）

3
（1.3）

固い 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)

⾜関節

⼥⼦

肩

⼤腿部
（後⾯）

 
 男⼦ ⼥⼦ 
1 年⽣ 4.16±1.9 ⽇ 4.79±1.6 ⽇ 
2 年⽣ 3.14±1.8 ⽇ 3.83±1.8 ⽇ 
3 年⽣ 3.04±1.7 ⽇ 2.78±1.5 ⽇ 
4 年⽣ 3.13±1.7 ⽇ 3.38±1.7 ⽇ 
5 年⽣ 3.33±1.3 ⽇ 4.38±1.7 ⽇ 
6 年⽣ 3.70±2.0 ⽇ 3.64±2.0 ⽇ 
合計 3.44±1.8 ⽇ 3.75±1.8 ⽇ 

 男⼦ ⼥⼦ 
 M T M T U z p 
肩 1.0 48516.0 1.0 49830.0 24426.0 -0.35 0.73  
⼤腿部 
（後⾯） 

2.0 54031.5 2.0 44314.5 19114.5 
 

-4.37 0.00 

⾜関節 1.0 49859.0 1.0 48487.0 23287.0 -2.77 0.01 
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表Ⅲ―1−５ 対象児童の朝⾷摂取状況（学年別・性別）        ⼈（％） 

 
 
表Ⅲ―1−６ 対象児童の就寝時刻（学年別・性別） 
   ９時までに寝た  ：１・２年⽣ 
   ９時半までに寝た ：３・４年⽣ 
   10 時までに寝た ：５・６年⽣                ⼈（％） 

 

 
                                     

1年⽣
（n=38)

2年⽣
(n=36)

3年⽣
(n=28)

4年⽣
(n=31)

5年⽣
(n=46)

6年⽣
(n=40)

合計
(n=219)

32
（84.2）

29
（80.6）

26
（92.9）

28
（90.3）

41
（89.1）

39
（97.5）

195
（89.0）

3
（7.9）

7
（19.4）

2
（7.1）

2
（6.5）

4
(8.7)

0
（0）

18
（8.2）

3
（7.9）

0
（0）

0
（0）

1
(3.2)

1
(2.2)

1
(2.5)

6
(2.7)

1年⽣
（n=28)

2年⽣
(n=41)

3年⽣
(n=40)

4年⽣
(n=32)

5年⽣
(n=39)

6年⽣
(n=44)

合計
(n=224)

22
（78.6）

39
（95.1）

37
（92.5）

31
（96.9）

37
（94.9）

39
（88.6）

205
（91.5）

5
（17.9）

2
（4.9）

2
（5.0）

1
（3.1）

1
（2.6）

4
（9.1）

15
（6.7）

1
（3.6）

0
（0.0）

1
（2.5）

0
（0）

1
（2.6）

1
（2.3）

4
（1.8）

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまらない

男⼦

毎⽇あてはまる

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまらない

⼥⼦

毎⽇あてはまる

1年⽣
（n=38)

2年⽣
(n=36)

3年⽣
(n=28)

4年⽣
(n=31)

5年⽣
(n=46)

6年⽣
(n=40)

合計
(n=219)

13（34.2）16（44.4）14（50.0）9（29.0） 22(47.8) 20(50.0) 94(42.9）

16(42.1) 15(41.7) 7(25.0) 13(41.9) 15(32.6) 13(32.5) 79(36.1)

9(23.7) 5(13.9) 7(25.0) 9(29.0) 9(19.6) 7(17.5) 46(21.0)

1年⽣
（n=28)

2年⽣
(n=41)

3年⽣
(n=40)

4年⽣
(n=32)

5年⽣
(n=39)

6年⽣
(n=44)

合計
(n=224)

8(28.6) 20(48.8) 15(37.5) 16(50.0) 16(41.0) 14(31.8) 89(39.7)

14(50.0) 15(36.6) 13(32.5) 11(34.4) 16(41.0) 16(36.4) 85(37.9)

6(21.4) 6(14.6) 12(30.0) 5(15.6) 7(17.9) 14(31.8) 50(22.3)

ほとんどあてはまる
ほとんどあてはまら

ない

男⼦

⼥⼦

毎⽇あてはまる

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまら
ない

毎⽇あてはまる
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表Ⅲ―1−７ 対象児童の運動時間（30 分以上の運動）（学年別・性別）              ⼈（％） 

 
その他、「体の痛みがなかった」や「気分がすっきりしていた」の項⽬について、毎⽇あ

てはまると回答した児童は、男⼥共に約５割であった（表Ⅲ―１−８、表Ⅲ―１−９）。 
 

表Ⅲ―1−8 対象児童の痛みの状況（学年別・性別）                                            ⼈（％） 

 
表Ⅲ―1−９ 対象児童の気分の状態（学年別・性別）              ⼈（％） 

1年⽣
（n=38)

2年⽣
(n=36)

3年⽣
(n=28)

4年⽣
(n=31)

5年⽣
(n=46)

6年⽣
(n=40)

合計
(n=219)

13
(34.2)

18
(50.0)

11
(39.3)

16
(51.6)

20
(43.5)

26
(65.0)

104
(47.5)

17
(44.7)

15
(41.7)

10
(35.7)

9
(29.0)

16
(34.8)

7
(17.5)

74
(33.8)

8
(21.1)

3
(8.3)

7
(25.0)

6
(19.4)

10
(21.7)

7
(17.5)

41
(18.7)

1年⽣
（n=28)

2年⽣
(n=41)

3年⽣
(n=40)

4年⽣
(n=32)

5年⽣
(n=39)

6年⽣
(n=44)

合計
(n=224)

11
（39.3）

20
（48.8）

12
（30.0）

15
（46.9）

25
（64.1）

18
（40.9）

101
（45.1）

10
（35.7）

17
（41.5）

18
（45.0）

10
（31.3）

8
（20.5）

15
（34.1）

78
（34.8）

7
(25.0)

4
(9.8)

10
(25.0)

7
(21.9)

6
(15.4)

11
(25.0)

45
(20.1)

男⼦

毎⽇あてはまる

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまらない

⼥⼦

毎⽇あてはまる

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまらない

1年⽣
（n=38)

2年⽣
(n=36)

3年⽣
(n=28)

4年⽣
(n=31)

5年⽣
(n=46)

6年⽣
(n=40)

合計
(n=219)

25
(65.8)

24
(66.7)

15
(53.6)

19
(61.3)

17
(37.0)

24
(60.0)

124
(56.6)

8
(21.1)

11
(30.6)

8
(28.6)

9
(29.0)

16
(34.8)

12
(30.0)

64
(29.2)

5
(13.2)

1
(2.8)

5
(17.9)

3
(9.7)

13
(28.3)

4
(10.0)

31
(14.2)

1年⽣
（n=28)

2年⽣
(n=41)

3年⽣
(n=40)

4年⽣
(n=32)

5年⽣
(n=39)

6年⽣
(n=44)

合計
(n=224)

16
(57.1)

30
(73.2)

17
(42.5)

20
(62.5)

24
(61.5)

22
(50.0)

129
(57.6)

8
(28.6)

9
(22.0)

17
(42.5)

9
(28.1)

12
(30.8)

18
(40.9)

73
(32.6)

4
(14.3)

2
(4.9)

6
(15.0)

3
(9.4)

3
(7.7)

4
(9.1)

22
(9.8)

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまらない

男⼦

毎⽇あてはまる

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまらない

⼥⼦

毎⽇あてはまる
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柔軟性、⽣活習慣、学年などの諸変数間相関係数については、表Ⅲ―1−10 に⽰した。 
男⼥ともに「学年」と「⼤腿部（後⾯）の柔軟性」が、正の相関を⽰し、学年が上がる

につれ、⼤腿部（後⾯）の柔軟性が低下した（p<0.01）。男⼥共に「ストレッチングに取
り組んだ⽇数」と「1 ⽇ 30 分以上の運動をした」が、負の相関を⽰し、ストレッチングに
取り組んだ⽇数が多い児童は、運動習慣が⾼かった（p<0.01 ）。他にも、「30 分以上運
動をした」と「体の痛みがなかった」や「気分がすっきりしていた」が、男⼥共に正の相
関があった（ｐ<0.01）。 

男⼦にのみ有意な相関関係があったものは、「ストレッチングに取り組んだ⽇数」と
「⾜関節の柔軟性」に負の相関関係があり、ストレッチングに取り組んだ⽇数が多いと回
答した男⼦は、⾜関節の柔軟性が柔らかかった（p<0.05）。他に「肩の柔軟性」と「30 分
以上の運動をした」、就寝時間の項⽬と「気分がすっきりしている」と正の相関関係があ
った（ｐ<0.05）。 

⼥⼦にのみ有意な相関関係があったものは、「30 分以上運動をした」と⼤腿部と⾜関節
の柔軟性、朝⾷の項⽬が正の相関関係であった（p<0.05）。他に「ストレッチングに取り
組んだ⽇数」と「体の痛みはなかった」、「気分がすっきりしていた」、就寝時間と負の
相関関係があり（p<0.05）、ストレッチングに取り組んだ⽇数が多い⼥⼦は、体の痛みが
なく、気分がすっきりしていた。 
 
 
  
 

1年⽣
（n=38)

2年⽣
(n=36)

3年⽣
(n=28)

4年⽣
(n=31)

5年⽣
(n=46)

6年⽣
(n=40)

合計
(n=219)

22
(57.9)

26
(72.2)

18
(64.3)

15
(48.4)

19
(41.3)

24
(60.0)

124
(56.6)

12
(31.6)

8
(22.2)

8
(28.6)

11
(35.5)

16
(34.8)

14
(35.0)

69
(31.5)

4
(10.5)

2
(5.6)

2
(7.1)

5
(16.1)

11
(23.9)

2
(5.0)

26
(11.9)

1年⽣
（n=28)

2年⽣
(n=41)

3年⽣
(n=40)

4年⽣
(n=32)

5年⽣
(n=39)

6年⽣
(n=44)

合計
(n=224)

17
(60.7)

26
(63.4)

18
(45.0)

22
(68.8)

20
(51.3)

26
(59.1)

129
(57.6)

9
(32.1)

15
(36.6)

16
(40.0)

10
(31.3)

17
(43.6)

17
(38.6)

84
(37.5)

2
(7.1)

0
(0)

6
(15.0)

0
(0)

2
(5.1)

1
(2.3)

11
(4.9)

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまらない

男⼦

毎⽇あてはまる

ほとんどあてはまる

ほとんどあてはまらない

⼥⼦

毎⽇あてはまる
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表Ⅲ―1−10 柔軟性、⽣活習慣、学年の諸変数間の相関係数（スピアマンの順位相関係
数） 
1.学年 
【柔軟性】 
（とても柔らかい：１点、柔らかい：２点、固い：３点） 
２．肩 
３．⼤腿（後⾯） 
４．⾜関節 
５．ストレッチングを取り組んだ⽇数 
【⽣活習慣】 
（毎⽇あてはまる：1 点、ほとんどあてはまる：2 点、ほとんどあてはまらない：3 点） 
６．9 時までに寝た（１・２年⽣）9 時 30 分までに寝た（3・4 年⽣） 
  10 時までに寝た（5・6 年⽣） 
７．朝⾷を⾷べた 
８. 30 分以上の運動をした 
９．体の痛みはなかった 
10. 気持ちがすっきりしていた 

      * p<0.05  ** p<0.01 
 1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10.
１.   0.01 0.30** 0.10 -0.04 0.05 -0.06 -0.03 0.05 0.01 
２． -0.08  0.10 -0.02 -0.08 0.07 0.20** 0.10 0.01 0.01
３． 0.31** -0.07 0.10 -0.29** 0.12 0.05 0.37** 0.12 0.11
４． -0.06 0.13 0.09  -0.12 0.17* -0.04 0.17** 0.04 0.01
５． -0.07 -0.15 -0.21** -0.15* -0.29** 0.00 -0.45** -0.14* -0.19**

６． -0.07 -0.01 0.03 0.08 -0.12 0.09 0.36 ** 0.30** 0.42**
７． -0.14* -0.04 0.01 -0.34 0.06 0.03 0.08 0.12 0.07
８． -0.11 0.14* 0.08 0.12 -0.19** 0.12 0.06 0.22** 0.26**
９. 0.12 -0.03 0.11 0.04 -0.02 0.12 0.21** 0.06  0.33**
10 . 0.09 0.04 0.06 -0.08 -0.12 0.28** 0.06 0.27** 0.31**

左下：男⼦（n=219）、右上：⼥⼦（n=224） 
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４．考察 
 ストレッチングの種類は、反動をつけずにゆっくりと 筋を伸張する静的ストレッチング
と動的に⾏う動的ストレッチングに⼤別され，静的ストレッチングには 固有受容性神経筋
促通法（Proprioceptive Neuromuscular Facilitation ：PNF）ストレッチングなどがあ
り、動的ストレッチングには、バリスティックストレッチングなど多くの種類がある148)。
その中でも本研究の対象児童は、⼩学⽣でも継続して取り組みやすくなるよう考慮し、⼀
⼈で実施できる簡易で安全な静的ストレッチング149)とした。ストレッチングの部位は、関
節可動域を指標とした柔軟性の低下が、オスグッド病や腰椎分離症など成⻑期に多いスポ
ーツ障害の発症因⼦として考えられている⼤腿四頭筋、ハムストリングスを含む下肢を中
⼼とした。静的ストレッチングの施⾏時間は、学童期の児童でも集中して継続しやすく、
かつ効果が出やすいように各部位ごとに約 15 秒間150)両側 1 回ずつ151)の実施とした。 

本調査で使⽤したセルフチェックの項⽬は、ストレッチングプログラムの効果を児童に
実感しやすいように、柔軟性の評価は児童⾃⾝で評価できるように基準を簡易なものとし
た。また、ストレッチングの効果には、柔軟性の向上以外に、運動後の筋⾁痛、疲労の軽
減やリラクゼーションなどの効果がある152)。そのため、運動後の筋⾁痛、疲労の軽減につ
いての効果と⾝体⾯での状態の指標として「からだの痛みはなかった」、リラクゼーショ
ンの効果と精神⾯の状態の指標として「気分がすっきりしていた」の項⽬を⼊れた。 

本調査で使⽤したセルフチェックシートに⽣活習慣に関する項⽬を⼊れたのは、児童の
⽣活習慣の乱れが⼼⾝の不調につながっているという先⾏研究153)の指摘をふまえたためで
ある。⼩学校の保健室に来室した児童の背景要因として、基本的な⽣活習慣に関する問題
が多く挙げられており、不定愁訴を含め児童の⼼⾝の不調の主な要因は⽣活習慣と考えら
れる報告が多い154)155)。同時に、⽣活習慣を⾃⼰で振り返ることにより⽣活習慣や体調が改
善したということも多く報告されている156)157)158)。現在、⼩学校の保健教育の⽬標として、
基本的な⽣活習慣の形成159)が挙げられているのも、これらの背景を踏まえてのことであ
る。本調査でも⽣活習慣が乱れていると思われる児童は半数以上おり、⽣活習慣が整って
いる児童は、気分がすっきりしており、体の痛みを⾃覚している児童が少ない傾向があっ
た。 

次に柔軟性についてだが、⾝⻑の伸びが著しい時期は、⾻の発育に筋の発育が追いつか
ず、⼀時的に筋の張⼒が⾼い状態になる。これが発育期の⼦どもの柔軟性低下の原因と考
えられており160)、⼩学校⾼学年から中学⽣頃に多くの筋⾁が硬くなっているとの報告があ
る161)。今回の結果でも⼤腿部（後⾯）においては、学年と柔軟性に相関関係があり、学年が
上がるにつれて柔軟性が低下していた 。また、柔軟性の低下は、成⻑期に多いオスグッド病
や腰椎疲労⾻折などのスポーツ障害や疼痛症状と関連があることが報告されている162)163)164)。
このことからも、成⻑期に多いスポーツ障害を予防するためには、⼩学⽣の段階から柔軟
性の低下に対する対策が重要であることが⽰唆された。 

また、男⼥共に、ストレッチングに取り組んだ⽇数が多くなるほど、下肢の柔軟性が増
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し、⼥⼦においては気分がすっきりしていたり、体の痛みがなかったりする傾向があっ
た。先⾏研究がすでに指摘しているように、ストレッチングなど低強度の運動は、不安を
軽減する効果があるとされている165)。さらに、運動習慣がない⼈の場合、⾼強度の運動は
運動後⼀時的に不安気分を増加させるのに対して、低強度の運動は、運動後の不安気分を
軽減する効果があると⾔われている166)。スポーツ庁の報告によれば、運動習慣がない児童
が⼀定数おり、男⼦よりも⼥⼦に多いことがわかっている167)。そのため、学校で児童の⼼
理的な健康の保持増進を⽬的として、特に運動習慣がない児童に対して運動指導を⾏う場
合は、ストレッチングのような低強度の運動が、継続性という観点からも望ましいと考え
られる。また、男⼥共に⽣活習慣が望ましい児童は、そうでない児童と⽐較し体の痛みを
訴える⽇数が少なく、気分がすっきりしている⽇が多い傾向にあった。よって、⼩学⽣に
対して⽣活習慣を整えたうえで、ストレッチングを習慣化することが、児童の⼼⾝の保持
増進につながることが⽰唆された。 

 
５．まとめ 

⼩学⽣を対象としたセルフチェックシートの結果からは、⼼⾝の状態と⽣活習慣に、関
連性があることが判明した。また、ストレッチングを取り組んだ⽇数が多い児童ほど、そ
うでない児童と⽐較して下肢を中⼼として柔軟性が⾼い傾向にあり、⼥⼦においては⼼⾝
の状態の保持増進に貢献したことが⽰唆された。このことから、児童のスポーツ障害の予
防と⼼⾝の状態の保持増進のために⽣活習慣を整え、ストレッチングを習慣化することが
重要であると考えられる。 
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第２節 ⼩学⽣を対象としたストレッチングの実施頻度による柔軟性の影響の⽐較※２ 
 
１．はじめに 

本章第１節では、児童⽣徒の低下した柔軟性の改善⽅法として推奨されてきたストレッ
チング168)169)による健康教育を実践・検証し、その意義を⽰した。とりわけ、ストレッチン
グを習慣化することが重要であると考えられる。 

したがって本章第２節では、柔軟性の向上など運動器障害の予防や改善を⽬的として、
静的ストレッチングの指導を⾏い、学校で実施するうえで適切な静的ストレッチングの実
施頻度を明らかにすることを⽬的する。なお、運動器検診の結果、異常が認められた児童
には専⾨医の受診を勧めるなどの適切な事後措置を⾏っている。それ以外の疾病の疑いの
ない児童に対して、柔軟性を⾼める静的ストレッチングを実施し、その効果を実施頻度別
に新体⼒テストの⻑座体前屈や運動器検診の結果を⽤いて検証した。 
 
２．対象と⽅法 
（１）調査対象 

岡⼭県公⽴⼩学校６校に在籍する⼩学４年⽣ 645 ⼈を調査対象とした。ストレッチング
の実施頻度について、⽉１回３ヶ⽉以上を⽬安にそれぞれの学校で実施しやすい頻度で担
任の判断でクラス毎に実施し、その指導を受けた児童を実施群とした。学校で定期的に静
的ストレッチングの指導を受けていない児童を⾮実施群とした。その結果、⽉１回実施群
81 ⼈、週１回実施群 102 ⼈、週３回実施群 109 ⼈、⾮実施群 353 ⼈と４つの群となっ
た。群別の対象者の属性は表Ⅲ―２−１の通りである。また、調査対象者の条件として本
研究の調査項⽬となる介⼊前後（2017・2018 年）の運動器検診と新体⼒テストの⻑座体
前屈を実施している児童とした。 

 
（２）調査項⽬ 
 運動器検診においては、保健調査票の項⽬を調査項⽬とした。本研究の調査対象となっ
た学校の運動器検診の保健調査票は、⽇本学校保健会の児童⽣徒等の健康診断マニュアル
10）に掲載されている千葉県医師会が作成した「運動器検診保健調査票」の項⽬や調査⽅法
を参考にして作成されていた。保健調査票で「⼿のひらを上に向けて腕を伸ばした時完全
に伸びない、完全に曲がらないことがある」に該当すると回答した児童を「肘の動きに制
限がある」「バンザイした時、両腕が⽿につかない」に該当すると回答した児童を「肩の
動きに制限がある」、「⾜の裏を全部床につけて完全にしゃがめない」に該当すると回答し
た児童を「しゃがみ込みができない」とした。また、運動器に関する疼痛は、介⼊後のみ
調査し、「⾻・関節・筋⾁などについて痛みがある」に該当すると回答した児童を「運動
器に疼痛あり」とした。新体⼒テストにおいては、柔軟性の指標として⻑座体前屈のみ調
査した。 
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表Ⅲ―２−１  
介⼊前の静的ストレッチング実施頻度別の対象者の属性と⻑座体前屈と運動器検診の結果 

 

単位：⼈（%) （⻑座体前屈のみ単位：M±SD) 
注）新体⼒テストの項⽬は、⼀元配置分散分析と多重⽐較（Tukeyの HSD 法）を⾏った。 
  運動器検診の項⽬は、χ2 検定を⾏った。 
 
（３）調査⽅法 

2017 年４⽉〜６⽉にそれぞれの学校で運動器検診と新体⼒テストを実施した。同年 7 ⽉
に整形外科医が調査対象校に所属する養護教諭を対象に静的ストレッチングの講習会を実
施した。講習会を受けた養護教諭が所属する⼩学校で校内研修などを⾏い学校で静的スト
レッチングを実施するための準備を⾏った。2017 年９⽉〜2018 年３⽉のうち３ヶ⽉また
は５ヶ⽉、各学校で静的ストレッチングを実施した。また、事後評価に⽤いる運動器検診
と新体⼒テストを 2018 年４⽉〜６⽉に実施した。調査対象となった学校の運動器検診の
保健調査票の項⽬、様式は同⼀であった。また、⻑座体前屈の測定時の注意事項として
は、介⼊前後の測定時期などの要因を可能な範囲でそろえて実施するようにした。 
 
（４）ストレッチングの⽅法 
クラス単位で指導⽤の DVD、または担任が号令をかけて実施した。ストレッチングの種 

合計
（n=645)

①⾮実施群
（n=353)

②⽉1回実施群
（n=81)

③週１回実施群
（n=102)

④週3回実施群
（n=109)

p値

男 343(53.2) 183（51.8） 46（56.8） 51（50.0） 63（57.8）
⼥ 302(46.8) 170（48.2） 35（43.2） 51（50.0） 46（42.2）

0ヶ⽉ 5ヶ⽉ 3ヶ⽉ 3ヶ⽉

合計
（n=645)

31.4±8.0 31.5±7.9 31.8±6.9 34.2±8.0 28.2±7.7
0.00

③＞②、①>④
③、②＞①＞④

男
(n=343)

29.6±7.5 30.2±7.5 30.4±7.5 32.2±7.4 25.5±6.2
0.00

③、②、①＞④

⼥
（n=302)

33.4±8.0 33.0±8.2 33.6±5.5 36.2±8.2 31.9±8.0
0.04

③、②、①＞④
③＞②、①、④

合計
（n=645)

17（2.6） 11（3.1） 0(0) 5(4.9) 1(0.9) 0.12

男
(n=343)

9（2.6） 6（3.3） 0(0) 2（3.9） 1（1.6） 0.54

⼥
（n=302)

8（2.6） 5（2.9） 0(1) 3（5.9） 0(0) 0.23

合計
（n=645)

1（0.2） 1(0.3) 0(0) 0(0) 0(0) 0.84

男
(n=343)

0（0） 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)

⼥
（n=302)

1（0.3） 1(0.6) 0(0) 0(0) 0(0) 0.85

肘の動き
に制限が
ある

合計
（n=645)

0（0） 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)

0.57

⻑座体
前屈
（㎝）

しゃがみ
込みが
できない

介
⼊
前
︵
2
0
1
7
年
︶ 肩の動き

に制限が
ある

新
体
⼒
テ
ス
ト

運
動
器
検
診

ストレッチング実施期間

性
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類は、図Ⅲ―２−１に⽰す５〜７種類の静的ストレッチングである。そのうち、④・⑤は、
週３回実施群の⼀部が実施していなかった。また、ストレッチされる筋の⑴は、主にスト
レッチされる筋、⑵は、その次にストレッチされる筋を⽰している。1 回のストレッチン
グの時間は、約 15 秒間両側１回ずつ合計で約３分間実施した。ストレッチングの実施期間
は、⽉１回実施群のみ５ヶ⽉で、それ以外の実施群は３ヶ⽉であった。 

また、ストレッチングを実施する際には、勢いをつけずにゆっくり伸ばすこと、息を吐
きながら伸ばすこと、痛くなるまで無理をして伸ばさない（けがをしているときはしな
い）、伸びているところを意識して伸ばすことを特に注意して指導を⾏った。 
 

 
 

肢位   

⽅法 両脚を肩幅に開い
て⽴つ。前屈し、
地⾯に向かって⼿
を伸ばす。前屈を
するときに、膝が
曲がらないように
する。 

⽚脚⽴ちをする。上げて
いる⾜(図では左⾜)をお
尻の後⽅へ引き上げる。
余裕があれば、膝が股関
節より後ろに来るまで引
き上げる。バランスが取
れない場合は、何かにつ
かまる。 

両脚を前後へ開く。両⼿を
前脚の膝につき、後⽅の脚
をまっすぐに伸ばし、その
踵を地⾯につけ、つま先を
まっすぐ前⽅に向ける。後
⽅の脚の膝をまっすぐにし
たまま、上体を前に倒す。

ス ト レ
ッ チ さ
れる筋 

【太ももの後ろの
筋⾁】 
⑴ハムストリング
ス 
⑵ 腓 腹 筋 、 ⼤ 殿
筋、腰腸肋筋、胸
棘筋、棘突間筋、
多裂筋 

【太ももの前の筋⾁】 
⑴⼤腿四頭筋 
⑵腸腰筋 

【ふくらはぎの筋⾁】 
⑴腓腹筋 
⑵後脛⾻筋、⻑⺟趾屈筋、
⻑趾屈筋、⻑腓⾻筋、短腓
⾻筋、⾜底筋 

調 査 項
⽬ に 対
し て 期
待 で き
る効果 

⻑座体前屈の向上 
腰 、 太 も も （ 後
ろ）、痛みの軽減、
発症予防 

股関節、太もも（前）、
膝の痛みの軽減、発症予
防 
 

しゃがみ込みができない児
童の減少 
ふくらはぎ、脛、アキレス
腱、踵の軽減、発症予防 

① ② ③ 
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肢位     

⽅法 両⾜を肩幅に開いて⽴
つ。両脚を曲げてしゃ
がみ込む。踵を床につ
けたまま、体重を前に
かけていく。 

両⾜を肩幅に開いて
⽴つ。両⼿を前脚の
膝につき、前⽅へ体
重を移動する。股関
節 を 前 下 ⽅ へ 動 か
す。 

⼀⽅の腕を体の前を
横 切 る よ う に 上 げ
る 。 腕 を ⽔ 平 に 保
ち、肘を反対側の肩
に 向 け て 引 き 付 け
る。 

両 腕 を 交 差 さ せ
て、頭の上に上げ
る。⼿をできるだ
け上に伸ばす。 

ス ト レ
ッ チ さ
れる筋 

【ふくらはぎの筋⾁】 
⑴ヒラメ筋 
⑵後脛⾻筋、⻑⺟趾屈
筋、⻑趾屈筋、⻑腓⾻
筋、短腓⾻筋 

【 太 も も の 前 の 筋
⾁】 
⑴腸腰筋 
⑵⼤腿直筋、縫⼯筋 

【肩の筋⾁】 
⑴僧帽筋、菱形筋、 
広背筋、三⾓筋後部 
⑵棘下筋、⼩円筋 

【背中の筋⾁】 
⑴広背筋 
⑵⼤円筋 

調 査 項
⽬ に 対
し て 期
待 で き
る効果 

しゃがみ込みができな
い児童の減少 
ふくらはぎ、脛、アキ
レス腱、踵の軽減、発
症予防 

股 関 節 、 太 も も
（前）の軽減、発症
予防 
 

肩の動きの制限があ
る児童の減少 
肩の痛みの軽減、発
症予防 
 

肩の動きに制限が
ある児童の減少 
頸部、背中の痛み
軽減、発症予防 

図Ⅲ―２−１：実施した静的ストレッチングの内容と調査項⽬に対して期待できる効果
（⽂献170)を参考に筆者作成） 

 
（５）分析⽅法 
 ストレッチングの実施頻度別に群分けをし、⽐較を⾏った。また、実施前（2017 年）⻑
座体前屈の平均値 31.4 ㎝を基準として 2017 年の⻑座体前屈が 31.4 ㎝未満を下位群、
31.4cm 以上を上位群として、性・ストレッチング実施頻度別に分析を⾏った。⻑座体前屈
の項⽬については、介⼊前後の⻑座体前屈とその差（以下、⻑座体前屈の差）について、
⼀元配置分散分析及び多重⽐較を⾏った。また、性や運動器検診の結果などカテゴリ化さ
れた項⽬についてはクロス集計を⾏い、出現率を算出した後、χ2 検定を⾏った。これらの
解析は、統計プログラム IBM SPSS Statistics Ver.26 を⽤い、統計上の有意⽔準は５％未
満とした。 
３．結果 
 介⼊後の静的ストレッチング実施頻度別の⻑座体前屈と運動器検診の結果を表Ⅲ―２−
２に⽰す。運動器検診の結果では、肩・肘・下肢の柔軟性(関節可動域)に関する項⽬や疼
痛症状を有する児童の割合に群間差はなかった。 
  

④ ⑤ ⑥ ⑦ 
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表Ⅲ―２−２ 介⼊後の静的ストレッチング実施頻度別の⻑座体前屈と運動器検診の結果 

 

単位：⼈（%) （⻑座体前屈のみ単位：M±SD) 
注）新体⼒テストの項⽬は、⼀元配置分散分析と多重⽐較（Tukeyの HSD 法）を⾏った。 
  運動器検診の項⽬は、χ2 検定を⾏った。 
 

次に、⻑座体前屈の差(=2018 年の⻑座体前屈−2017 年の⻑座体前屈)において男⼥共に
静的ストレッチングの取り組み前後に有意な主効果が認められた（図Ⅲ―２−２）。多重
⽐較の結果、男⼦は、週３回実施群 4.2±7.0cm は、⾮実施群 1.2±6.6 ㎝、⽉１回実施群
0.5±6.9 ㎝に⽐較して有意に⼤きかった (F(３、339)=3.87、p＜0.05、η2=0.03)。また週 1
回実施群は、2.0±6.1 ㎝であった。⼥⼦は、週３回実施群 4.0±8.2cm が、⽉１回実施群-

①⾮実施群
（n=353）

男：183、⼥：170

②⽉1回実施群
（n=81）

男：46、⼥：35

③週１回実施群
（n=102）
男：51⼥：51

④週3回実施群
（n=109）

男：63、⼥：46
p値

合計
（n=645)

33.2±7.8 32.1±7.9 35.3±7.9 32.3±6.6
0.01

③＞①、④、②
③、①＞④、②

男
(n=343)

31.4±7.5 30.9±8.5 34.2±7.8 29.8±5.5
0.01

③＞①、②、④
③、①、②＞④

⼥
（n=302)

35.2±7.6 33.6±6.7 36.3±8.0 35.8±6.4 0.38

合計
（n=645)

12（3.4） 0（0） 2（2.0） 4（3.7） 0.34

男
(n=343)

9（4.9） 0（0） 1（2.0） 3（4.8） 0.38

⼥
（n=302)

3（1.8） 0（0） 1（2.0） 1（2.2） 0.87

合計
（n=645)

10（2.8） 1（1.2） 6（5.9） 2（1.8） 0.22

男
(n=343)

7（3.8） 0（0） 3（5.9） 2（3.2） 0.46

⼥
（n=302)

3（1.8） 1（2.9） 3（5.9） 0（0） 0.24

合計
（n=645)

1（0.3） 0（0） 0（0） 0（0） 0.84

男
(n=343)

1（0.5） 0（0） 0（0） 0（0） 0.83

⼥
（n=302)

0（0） 0（0） 0（0） 0（0）

合計
（n=645)

2（0.6） 0（0） 1（1.0） 0（0） 0.67

男
(n=343)

2（1.1） 0（0） 0（0） 0（0） 0.62

⼥
（n=302)

0（0） 0（0） 1（2.0） 0（0） 0.18

新
体
⼒
テ
ス
ト

運
動
器
検
診

肘の動きに制限
がある

⻑座体前屈
（㎝）

しゃがみ込みが
できない

肩の動きに制限
がある

運動器に
疼痛あり

61

第Ⅲ章　保健教育としてのストレッチングプログラムの効果検証



63 
 

0.03±5.3 ㎝に⽐較して有意に⼤きかった (F(３、298)=3.55、p＜0.05、η2=0.03)。また、
⾮実施群 2.3±6.4 ㎝、週 1 回実施群 0.2±7.9 ㎝であった。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅲ―２−２ 静的ストレッチング実施前後で⻑座体前屈の差（実施頻度別） 
注）⼀元配置分散分析と多重⽐較（Tukey の HSD 法）を⾏った。 
 

＊p<0.05 （㎝） （㎝） 

（㎝） 
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図Ⅲ―２−３ 男⼥別⻑座体前屈下位群（31.4 ㎝未満）の静的ストレッチング実施頻度別
の⻑座体前屈の差 
注）⼀元配置分散分析と多重⽐較（Tukey の HSD 法）を⾏った。 

＊ 

＊ 

＊p<0.05 

静的ストレッチングの実施頻度 (下位群：男(N=206）） 

静的ストレッチングの実施頻度 (下位群：女(N=128）） 

（㎝） 

（㎝） 
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次に、下位群と上位群の静的ストレッチングの実施頻度別の介⼊前後 (平成 29・30 年)
の⻑座体前屈の結果を表Ⅲ―２−３に⻑座体前屈の差を図Ⅱ―２−４に⽰す。下位群にお
いて男⼥共に、静的ストレッチングの取り組み前後の⻑座体前屈の差に有意な主効果が認
められた（図Ⅲ―２−３）。多重⽐較の結果、男⼦は、週３回実施群 6.2±6.1 ㎝が、⾮実施
群 3.2±5.9 ㎝)に⽐較し有意に⼤きかった(F(３、202)=3.76、p＜0.05、η2=0.05)。また、⽉
1 回実施群 1.9±7.7 ㎝、週１回実施群 3.6±5.2 ㎝であった。⼥⼦は、週３回実施群 8.5±6.0
㎝が、⽉１回実施群 2.4±6.3 ㎝に⽐較し有意に⼤きかった(F(３、124)=3.51、p＜0.05、
η2=0.08)。また、週１回実施群 4.4±7.1 ㎝、⾮実施群 5.0±5.8 ㎝であった。上位群において
は、男⼥共に⻑座体前屈の差に有意な主効果は認められなかった(図Ⅲ―２−４)。 
 
表Ⅲ―２−３ 静的ストレッチング実施前後の⻑座体前屈結果（群別・実施頻度別） 

 

 
注）⼀元配置分散分析と多重⽐較（Tukey の HSD 法）を⾏った。 

①⾮実施群
（n=183）

男：109、⼥：74

②⽉1回実施群
（n=38）

男：26、⼥：12

③週１回実施群
（n=38）

男：22⼥：16

④週3回実施群
（n=75）

男：49、⼥：26
p 値

合計
（n=334)

25.3±4.4 25.9±4.1 26.9±4.1 24.0±4.4
0.01

③、②、①＞④
③＞②、①、④

男
(n=206)

25.2±4.5 25.0±4.4 25.7±4.8 23.0±4.3
0.02

①＞④

⼥
（n=128)

25.4±4.3 27.9±2.5 28.5±2.2 26.0±4.0
0.01

④＞③＞②>①

合計
（n=334)

29.3±6.7 28.0±7.6 30.8±6.2 31.1±6.3 0.06

男
(n=206)

28.5±6.7 26.9±7.7 29.3±5.2 29.2±5.6 0.45

⼥
（n=128 )

30.5±6.6 30.33±7.0 32.9±7.0 34.5±6.3
0.04

④＞①

下位群

介⼊前
⻑座体前屈

（㎝）

介⼊後
⻑座体前屈

（㎝）

①⾮実施群
（n=170）

男：74、⼥：96

②⽉1回実施群
（n=43）

男：20、⼥：23

③週１回実施群
（n=64）

男：29⼥：35

④週3回実施群
（n=34）

男：14、⼥：20
p 値

合計
（n=311)

38.2±4.9 37.0±4.0 38.6±6.4 37.4±4.6 0.38

男
(n=137)

37.4±4.6 37.4±3.9 37.2±4.5 34.4±2.6 0.13

⼥
（n=174)

38.8±5.1 36.6±4.1 39.7±7.5 39.6±4.5 0.19

合計
（n=311)

37.5±6.5 35.7±6.2 37.9±7.7 35.2±6.4 0.09

男
(n=137)

35.7±6.5 36.1±6.6 38.0±7.4 31.7±5.0
0.04

①＞④
⼥

（n=174)
38.9±6.2 35.3±6.0 37.9±8.0 37.6±6.3 0.13

上位群

介⼊前
⻑座体前屈

（㎝）

介⼊後
⻑座体前屈

（㎝）
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図Ⅲ―２−３ 男⼥別⻑座体前屈下位群（31.4 ㎝未満）の静的ストレッチング実施頻度別
の⻑座体前屈の差 
注）⼀元配置分散分析と多重⽐較（Tukey の HSD 法）を⾏った。 

＊ 

＊ 

＊p<0.05 

静的ストレッチングの実施頻度 (下位群：男(N=206）） 

静的ストレッチングの実施頻度 (下位群：女(N=128）） 

（㎝） 

（㎝） 
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図Ⅲ―２−４ 男⼥別⻑座体前屈上位群（31.4 ㎝以上）静的ストレッチング実施頻度別の
⻑座体前屈の差 
注）Welch 検定と多重⽐較（Games-Howell）を⾏った。 
  

静的ストレッチングの実施頻度 (上位群：男(N=137）） 

静的ストレッチングの実施頻度 (上位群：女(N=174）） 

（㎝） 

（㎝） 
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４．考察 
 ⾻格発育が著しい、⾔い換えると⾝⻑の伸びが著しい時期は、⾻の発育に筋の発育が追
いつかず、⼀時的に筋の張⼒が⾼い状態になる。これが発育期の⼦どもの柔軟性低下の原
因と考えられており171)、⼩学校⾼学年から中学⽣ごろに多くの筋⾁が最も硬くなっている
との報告がある172)173)。したがって、本研究では、⾻と筋⾁の成⻑のアンバランスのため体
が硬くなり始める時期である⼩学 4 年⽣をストレッチングの取り組みの対象とした。ま
た、ストレッチングの種類について、⼩学⽣でも継続して取り組みやすいことを考慮し、
⼀⼈で実施できる簡単で安全な静的ストレッチング174)175)176)を選択した。また、下肢の柔軟
性が、スポーツ障害に関連があること177)や⼩学⽣において上肢よりも下肢の柔軟性に低下
を認める児童が多いという報告178)があることから、本研究でのストレッチングは、ハムス
トリングス、⼤腿四頭筋など下肢を対象とするものを中⼼とした。各部位の静的ストレッ
チングの実施⽅法は、過去の報告より、効果的で学童期の児童でも集中して継続しやすい
ように約 15 秒間179)1 回180)ずつとした。また、ストレッチングの実施頻度は、⾨脇ら181)よ
り⽉１回３ヶ⽉間のストレッチング指導で柔軟性が向上したという報告を参考に実施群
は、⽉１回３ヶ⽉以上を基準として実施することとした。 

今回の調査結果より男⼥共に⼩学４年⽣を対象に学校で週３回の静的ストレッチングを
３ヶ⽉間実施することは、⻑座体前屈を指標とした関節可動域の向上に有効であることが
⽰唆された。特に、柔軟性が低い児童の⽅が⾼い児童と⽐較してその効果が現れやすいこ
とが明らかとなった。柔軟性の低下に起因するスポーツ障害の予防やスポーツパフォーマ
ンスの向上につながることが期待でき、柔軟性が低い児童ほどその効果が顕著であると考
えられる。 
 ⼀⽅、上位群に対しては、静的ストレッチングの実施による柔軟性の向上は認められ
ず、本研究において静的ストレッチングの有効性を裏付ける結果を得ることはできなかっ
た。しかし、本節の調査対象となった⼩学４年⽣の児童は、前述したように柔軟性が低下
し始める時期であり柔軟性が⾼いと想定される児童も成⻑に伴い柔軟性が低下する可能性
がある。したがって、成⻑に伴う柔軟性低下を予防するために静的ストレッチングの指導
を⾏い習慣化することは、ある程度の意義があると考えられる。 
 また、上位群の柔軟性が向上しなかった⼀要因として、柔軟性が⼀定のレベルに達し、
プラトー状態になったことが挙げられる182)183)。本研究で実施したストレッチングよりも強
度・時間・頻度を増やすことによって、たしかに上位群の柔軟性を向上させることが可能
だろう。しかし、ストレッチングの強度を⾼めるために反動をつけたり、他者が強い⼒で
押したり引っ張ったりして瞬間的に強く伸ばしたりする動的ストレッチングは、筋⾁や腱
に負担がかかり過ぎて外傷・障害のリスクが⾼くなるため、安全性の観点から⼩学校で取
り組むストレッチングとして好ましくない。また、１回に実施するストレッチングの時間
を延ばしたり、頻度を増やしたりすることは、児童の集中⼒の保持や時間の確保が難しく
なり継続性という観点からも望ましくないと考える。加えて、柔軟性があり過ぎると、関
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節の緩さにつながり脱⾅や捻挫などの外傷や障害の原因となることもある184)。上位群は、
９〜10 歳における全国の⻑座体前屈の平均値（男⼦：31.0〜33.8 ㎝、⼥⼦：35.0〜38.0
㎝）185)と同様であることから柔軟性は適度にあり、スポーツ障害・外傷予防の観点から平
均値以上の柔軟性の向上は必ずしも必要でないと考える。 

次に、本節のストレッチングの取り組みによって、しゃがみ込みなどの基本動作や疼痛
症状など運動器検診の結果の改善には⾄らなかった。運動器検診の結果で最も該当者が多
かったしゃがみ込みは、その可否が下肢障害発⽣のリスクを⽰唆し186)、下肢の可動域の中
でも⾜関節の可動域と関連がある187)という報告がある。末梢の筋⾁から硬くなる傾向があ
る188)ことからも、本研究の対象となる⼩学４年⽣は、⾜関節の可動域に関わる腓腹筋など
のふくらはぎの筋⾁を対象としたストレッチングを多く取り⼊れることが望ましいと考え
られる。加えて、本研究と類似するストレッチングの⽅法で 10 ヶ⽉週５回⼩学５年⽣を
対象に実施したことが、成⻑期の運動過多により起こりやすいオスグッド病の発症予防に
つながった189)という報告があることからも、実施頻度のみならず対象学年や実施期間につ
いて更なる検証が必要と考える。 

また、柔軟性は、疼痛症状と関連がある190)191)192)とされている。週３回実施群は、他の群
と⽐較し柔軟性の向上を認めたが、疼痛症状の発症予防や改善には⾄らなかった。また、
学校で実施されている運動器検診の項⽬のなかでも疼痛症状を有する児童は、運動器疾患
を患っている可能性が最も⾼い193)とされていることからも、こちらも対策すべき事項の⼀
つと考える。しかし、運動器に関する痛みの原因は、既往歴、⽣活習慣194)195)、姿勢196)197)

や精神的ストレス198)199)200)など多岐にわたるため、集団による静的ストレッチングの指導の
みでは限界があると考える。したがって、運動時間の適正化や姿勢指導や整形外科医への
受診など個別指導と静的ストレッチングと併⾏しての対策が必要である。 
 他にも、⽇常的に静的ストレッチングを実施することで柔軟性の向上や筋⾁痛の軽減だ
けでなく、姿勢の改善や精神的ストレスの軽減に効果があると⾔われている201)。ストレッ
チングの習慣化が柔軟性を指標とした体調のセルフチェックにもなる202)。したがって、児
童にストレッチングを習慣化させ、セルフチェックとして活⽤できることに気づかせるこ
とは、その⾃⼰管理能⼒を⾼めることにつながると考えられる。今後は、学校における静
的ストレッチングの効果を柔軟性など⾝体的な側⾯だけから評価するのではなく、気分な
どの⼼理的な⾯や⾃⼰管理能⼒といった側⾯から評価し、児童の⾃⼰管理能⼒を⾼めるた
めの効果的な介⼊⽅法について検証していきたい。 
 本研究の限界として、介⼊前後の評価と静的ストレッチングの実施期間が空いていたた
め、ストレッチング以外の要因が結果に影響している可能性がある。また、６校の⼩学校
で⻑座体前屈において調査⽅法を統⼀したものの、測定環境や測定者を厳密に統⼀できず
測定に誤差が⽣じている可能性がある。加えて、実施群のストレッチングの種類を統⼀で
きなかったことが、柔軟性の結果に影響を受けていた可能性がある。それでも、⻑座体前
屈に⼤きく影響するストレッチングは図Ⅲ―２−１の①であり、実施群で共通して実施さ
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れていたため、群間による⻑座体前屈の差の違いが、実施頻度によると考えても、ある程
度妥当と考える。また、運動器検診の結果において、運動器の疼痛に関する調査は事後の
みしか評価できておらず、ストレッチング指導による変化が評価できなかった。 
 
５．まとめ 

⼩学４年⽣を対象に学校で３ヶ⽉週３回の静的ストレッチングの実施は、男⼥共に柔軟
性(関節可動域)の向上に有効であることが⽰された。特に、柔軟性が低い児童の⽅が⾼い
児童と⽐較してその効果が現れやすいことが明らかとなった。しかし、しゃがみ込みなど
の基本動作ができない児童の改善には、⾄らなかったため、効果的なストレッチング⽅法
（実施期間・種類など）について更なる検討が必要である。また、疼痛症状の予防や改善
にも⾄らなかった。疼痛症状は様々な要因があるため運動時間の適正化や整形外科医の受
診など個別指導を併⾏しての対策が必要と考えられた。 
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第３節 ⼩学５年⽣を対象としたストレッチングプログラムによるスポーツ障害 
    （オスグッド病 ）の発症予防の効果※３ 
 
１．はじめに 

第１・２節では静的ストレッチング203)204)による保健教育を実践・検証し、ストレッチン
グ習慣化が柔軟性向上に貢献することを⽰し、３ヶ⽉週３回のストレッチング指導が柔軟
性向上に有効であることを⽰した。 

ただし、第１・２節において対象としていた児童は、主として運動不⾜によって柔軟性
が低下していることが想定される。しかし、児童の柔軟性の低下も含め運動器機能不全の
原因として、運動不⾜または運動過多による運動習慣の⼆極化が指摘されている205)おり、
運動不⾜の児童に対する静的ストレッチングの有効性については検討してきたが、運動過
多の児童への静的ストレッチングの有効性については扱っていない。そこで、本章第３節
では、運動過多を背景とした児童のストレッチング指導の効果について扱う。 

児童⽣徒のスポーツ障害の予防を⽬的とするストレッチングが、柔軟性の向上につなが
ったという報告はなされている206)207)ものの、ストレッチングがどの程度スポーツ障害の罹
患率の低下に貢献したかを⽰す報告はない。そこで本節は、⼩学５年⽣を対象として静的
ストレッチングを指導し、発症頻度の⾼い⾻端症であり成⻑期特有のスポーツ障害である
オスグッド病208)（Osgood-schlatter disease:以下、OSD）の発症に与える影響を明らかに
することを⽬的とした。 

OSD は、予後良好な疾患であり⾻の成熟とともに⾃然に治癒されるため、⼀般診療では
軽視されがちである。しかし、重症化した場合、疼痛のため⻑期間スポーツ活動を停⽌せ
ざる得ないことがあり209)、競技⼒向上や競技継続の⼤きな障害となる。また、疼痛のため
⽇常⽣活に⽀障をきたし、遊離⾻⽚を摘出するなど外科的な治療が必要となる場合もある210)

ため、本疾患を予防することは重要である                               
 
２．対象と⽅法 
（１）対象 

対象はＯ市の公⽴２校の⼩学⽣５年⽣ 171 名（男 93 名、⼥ 78 名）であり、全員 OSD 
の既往がない者である。対象者の属性や所属しているスポーツクラブの種⽬を表Ⅲ―３−
１、表Ⅲ―３−２に⽰す。 

 
（２）⽅法 

対象の２校のうち、1 校に所属する児童を静的ストレッチングプログラム実施群（SS 群）
92 名（男 47 名、⼥ 45 名）、もう１校に所属する児童を静的ストレッチングプログラム⾮
実施群（CON 群）79 名（男 46 名、⼥ 33 名）とした。OSD の既往がある児童や慢性的に
膝の痛みを有する児童は調査対象から除外した。SS 群は、静的ストレッチングの指導を受
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けた学級担任の指⽰により、朝の会の時に 10 ヶ⽉間、週５回 5 種類の静的ストレッチング
を実施した。ストレッチングの対象とした部位は、⼤腿四頭筋、ハムストリングス、腸腰
筋、下腿三頭筋など下肢を中⼼とした全⾝のストレッチングプログラムを実施した（図Ⅲ
―３−１）。ストレッチングの時間は、各部位約 15 秒間両側１回ずつ合計で約３分間実施
した。SS 群が静的ストレッチングプログラム開始から 10 ヵ⽉後に両群ともに OSD 診断
のための検査を⾏った。 

 
表Ⅲ―３−１ 対象者の属性 
 SS 群（n=92） CON 群（n=79） ｐ値 
１）⾝⻑（㎝） 140.1±6.1 138.2±6.1 0.04
２）体重（㎏） 33.8±5.8 33.2±7.4 0.54
３）ローレル指数 122.6±15.4 124.8±19.2 0.40
４）平均運動時間（分/⽇） 71.3±99.6 77.5±101.4 0.69
５）スポークラブ所属児童（⼈） 50（54.3％) 42（53.2％) 0.88

 
表Ⅲ―３−２ 所属しているスポーツクラブの種⽬（複数回答あり）           
⽔泳 23（25.0％）   サッカー 17（18.5％）  ソフトボール 14（15.2％）  
空⼿ 6 （6.5％）    ダンス 5（ 5.4％）           体操（新体操含む） 5（5.4％） 
剣道  5（5.4％）    バレーボール 5（5.4％） テニス 3（3.3％） 
バトミントン 3（3.3％） 柔道 2（2.2％）              陸上 2（2.2％）   
野球 2（2.2％）          ボルダリング  1（1.1％） ボクシング 1（1.1％）        
バレエ 1（1.1％） 
n=92 
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図Ⅲ―３−１ 静的ストレッチングプログラムの内容（⽂献211)を参考に筆者作成） 
 

OSD の診断は，⻄川らの基準212)に基づき超⾳波検査を⾏った。まず、整形外科医によ
る触診で脛⾻結節部の腫脹と圧痛について診察し、その後に超⾳波診断装置（Sono Site 
M-Turbo/プローブ 13-6MHz、HFL38/13-6）を⽤いて脛⾻結節部を検査した。遊離⾻⽚お
よび軟⾻部の腫⼤を認めた児童を OSD と診断した（図Ⅲ―３−２）。遊離⾻⽚は⼆次性⾻
化中⼼以外に低エコー像として描出される軟⾻内に存在する⾼エコー像とし、軟⾻部の腫
⼤は、軟⾻部の膨隆による⽪膚⾯の凹凸部が確認できるものとした。超⾳波検査は被検者
を座位、膝関節 90 度屈曲位とし、プローブは膝蓋腱の⻑軸に合わせ、脛⾻粗⾯部の⻑軸像
で評価した。脛⾻粗⾯の成⻑段階は、2 次⾻化中⼼出現前を Cartilaginous Stage(stage C), 
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⼆次⾻化中⼼出現後を Apophyseal Stage（stage A）、２次⾻化中⼼が近位脛⾻⾻端部と癒
合した Epiphyseal stage（stage E）、⾻端線が閉鎖した Bony stage（stage B）の４つの
stage に分類した 11）（図Ⅲ―３−３）。 

ストレッチング取り組み開始から 10 ヶ⽉後に全対象者に⾝⻑、体重、スポーツクラブの
所属の有無、1 ⽇の平均運動時間についてアンケート調査を実施した。分析⽅法は、数量
化可能な項⽬については t 検定を、カテゴリ化された項⽬についてはクロス集計を⾏い、
出現率を算出したχ2検定もしくは Fisher の正確確⽴検定を⾏った。統計的有意⽔準は 5％
未満とした。 
 
 

 
     図Ⅲ―３−２ OSD の超⾳波検査の所⾒ 
      患側の脛⾻粗⾯部には、遊離⾻⽚(⽩⽮印)や健側と⽐較して膝蓋腱 

の肥厚(⿊⽮印)を認める。 
  

図Ⅲ―３−３ 脛⾻粗⾯の発達に関する超⾳波分類（以下、脛⾻粗⾯の stage 分類） 
 
 
 
 
 

72



74 
 

３．結果 
プログラム実施 10 カ⽉間の⾝⻑の伸び率と超⾳波検査による脛⾻粗⾯部の発達に関する

分類（以下、脛⾻粗⾯の stage 分類）の結果について表Ⅲ―３−３、表Ⅲ―３−４に⽰す。
群間に差は認めなかったが、どちらの群も男⼦より⼥⼦の⽅が、脛⾻粗⾯が発達している
児童の割合が多い傾向が⾒られた（表Ⅲ―３−４）。 

 
表Ⅲ―３−３ プログラム期間 10 ヶ⽉の⾝⻑の伸び  

10 カ⽉間の⾝⻑の伸び
（ｃｍ） 

ｐ値 

男⼦     
(n=93) 

SS 群 5.8±2.2
0.19 

CON 群 6.6±3.9

⼥⼦
(n=78) 

SS 群 6.5±1.4
0.69 

CON 群 6.6±1.7

 
表Ⅲ―３−４ 脛⾻粗⾯の発達に関する超⾳波分類（脛⾻粗⾯の stage 分類）（性別・群別） 

  Stage C Stage A Stage E Stage B p 値 

男⼦     
(n=93) 

SS 群 15(31.9) 22(46.8) 10(21.3) 0(0) 
0.68 

CON 群 20(43.5) 11(23.9) 15(32.6) 0(0) 

⼥⼦
(n=78) 

SS 群 0(0) 2(4.4) 40(88.9) 3(6.7) 
0.11 

CON 群 1(3.0) 3(9.1) 29(87.9) 0(0) 

単位：⼈（％） 
  

73

第Ⅲ章　保健教育としてのストレッチングプログラムの効果検証



75 
 

OSD と診断された児童は 15 名（8.8％）で男 7 名（7.5％）、⼥８名（10.3％）であり、
特性を表Ⅲ−3−５に⽰す。群別の OSD の罹患率は、SS 群 4.3％（４名）であり、CON
群 13.9％（1１名）と⽐較して有意に低かった（p＜0.05）（図Ⅲ―３−４）。OSD 群の 1 ⽇
の平均運動時間は、154.7.0±38.9 分であるのに対して、OSD と診断されていない児童（⾮
OSD 群）は 67.3±7.3 分であり、有意に⻑かった（p＜0.05）（図Ⅲ―３−５）。性別では、
男⼦において OSD 群 221.4±60.7 分が⾮ OSD 群 79.2±9.1 分に⽐較して 1 ⽇の平均運動
時間は有意に⻑かった（ｐ<0.05）が、⼥⼦においては、OSD 群 96.3±43.1 分、⾮ OSD
群 52.7±11.7 分で群間差はなかった。 

 
表Ⅲ―３−５  OSD と診断された児童（OSD 群）15 名の特性 

 
 

 
図Ⅲ―３−４ 静的ストレッチングプログラムの有無による OSD 罹患率の⽐較（群別・性
別） 
 

男 １(25.0%) ⼥ 3(75.0%) 男 6(54.5%) ⼥ 5(45.5%)

 stageC
 stageA
 stageE

ソフトボール 4(66.7%) 陸上 1(9.0 ％)
サッカー 1(9.0 ％) 剣道 1(9.0 ％)
⽔泳 1(9.0 ％) ボルダリング 1(9.0 ％)

バレエ 1(9.0 ％)

137.0±2.3
29.4±1.4

134.3
28.1

138.9±5.1
32.3±3.3

136.8±5.3
32.2±5.0

５）10カ⽉間の⾝⻑の伸び（cm)
６）平均運動時間（分/⽇）
７）−１スポーツクラブ所属児童

２）⾝⻑
３）体重

0

5 8.0±1.0
180 56.7±98.1

3(27.3％)
6.3±3.0

228.3±174.9

5(45.5%)
1(25.0%)

0
0

3(75.0%)
7.9±1.4

120.0±139.1
1(25.0%) 1(25.0%) 5(45.5%) 4(36.4％)

1(25.0％)
７）−２所属しているスポーツクラブの
スポーツ種⽬(複数回答あり）

野球 1(25.0％)
バレー
ボール

1(9.0 ％)

SS群(n=4) CON群(n=11)

0 0 2(18.2％) 0

１）性

４）脛⾻粗⾯のstage分類

4.3 13.9 2.1 13 6.7 15.2
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図Ⅲ―３−５ OSD 罹患の有無による 1 ⽇平均運動時間（分）の⽐較 

 
４．考察 

OSD の罹患率について先⾏研究213)214)ではスポーツ習慣がある児童⽣徒は 21％、スポー
ツ習慣がない児童⽣徒は 4.5%と報告されている。本節の調査対象者全体の OSD 罹患率は
8.8%であるが、約半数がスポーツクラブに所属していることを考慮すると、この値は先⾏
研究からも妥当な数字だと考える215)。 

OSD 診断の⽅法について、⻄川ら216)によると主流とされている単純 X 線による所⾒が
⾻の評価のみであるのに対して、超⾳波検査であれば軟⾻、膝蓋腱、深膝蓋下包などの軟
部組織の評価も可能であることから早期診断に有⽤である。このことを考慮すれば、超⾳
波検査を使った本研究では、単純 X 線による検査217)と⽐較し、OSD を多めに検出する傾
向が考えられるものの、⼤きく乖離したものではないと考える。 

今回、静的ストレッチプログラムを実施した群では OSD の罹患率が低かったことから、
本節で実施したプログラムは、OSD の発症予防に効果があったと考えられる。このことか
ら、本プログラムは、柔軟性の低下が原因と考えられる⾻端症など成⻑期特有のスポーツ
障害218)の発症予防につながる可能性があることが⽰唆された。 

スポーツ傷害の予防⽬的として⽇常的なストレッチングの実施が望ましいとされており219)220)、
今回は学校で現実的に実施可能な頻度を考慮し週５回とした。 

ストレッチングの種類は、反動をつけずにゆっくりと筋を伸張する静的ストレッチング
と動的に⾏う動的ストレッチングに⼤別され多くの種類がある221)。本節では、⼩学５年⽣
でも継続して取り組みやすいことを考慮し、⼀⼈で実施できる簡易で安全な静的ストレッ
チング222)を⽤いることとした。 

ストレッチングの部位は、⼤腿四頭筋、ハムストリングス、腸腰筋、下腿三頭筋223)224)225)

を対象としている。それらの筋柔軟性の低下が OSD の発症因⼦として考えられているか
らである。静的ストレッチングの施⾏時間は，学童期の児童でも集中して継続しやすく、
かつ効果的であるように各部位ごとに約 15 秒間226)両側 1 回ずつ227)の実施とした。 

OSD は、脛⾻粗⾯が⼒学的に脆弱な stage C から stage A の時期228)に、⼆次成⻑や競技
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動作の反復の影響で柔軟性が低下している⼤腿四頭筋の収縮⼒などによる牽引ストレスに
より発症すると報告されている229)230)。したがって、stage C から stage A の時期にストレ
ッチングなどで脛⾻粗⾯の牽引ストレスを軽減することが OSD の発症予防につながると
考えられる。Kaneuchi ら231)は、脛⾻粗⾯の⾻成熟度が stageC から stageA に移⾏する時
期は、男⼦は 9 歳から 11 歳、⼥⼦は 8 歳から 10 歳と報告している。加えて OSD の好発
年齢が、男⼦ 12〜14 歳、⼥⼦ 10〜13 歳と報告されている232)ことからも好発年齢の中でも
⽐較的早期の⼩学 5 年⽣（10〜11 歳）の児童を対象とした。また、OSD は、男⼦に多い
疾患と報告されることが多いが233)234)スポーツをする⼥⼦が増えるにつれて罹患率に性差が
なくなったと⾔われている235)236)ため、本研究では、男⼥どちらも調査の対象とした。しか
し、本研究の対象となった児童の脛⾻粗⾯の成⻑段階が、stage C と stag A に該当した児
童は 43.4％（男⼦ 73.4％，⼥⼦ 7.9 ％）であった。また、⼥⼦の脛⾻粗⾯の⾻成熟度は、
Stage Eまで成熟していた児童が 9割以上であった。加えて、統計的な差はでなかったが、
OSD の罹患率は、⼥⼦よりも男⼦の⽅が群間差は⼤きかった。このことから、脛⾻粗⾯の
成⻑段階の観点のみから考えるとプログラムの実施時期は、男⼦においては５年⽣が適切
であったが、⼥⼦においては⼩学３、４年⽣での実施がより有効であったと考えられる。 

他に、膝関節痛において膝関節周囲筋単独のトレーニングより、股関節周囲筋と膝関節
周囲筋のトレーニングを実施した⽅が膝関節痛の症状改善に有効であったとの報告がある
237)。本研究からも、ストレッチングの対象となる筋⾁を膝関節の可動域に関わる筋⾁だけ
ではなく、股関節、膝関節、⾜関節の可動域に関わる筋⾁を総合的にストレッチングした
ことも発症予防に貢献した可能性が考えられる。 
 1 ⽇平均運動時間は OSD 群が、⾮ OSD 群より多かった。OSD の発症因⼦は、時期や⾝
体的要因以外に運動量238)やスポーツ活動中に重⼼が後⽅化するなど特徴的な動作239)との関
連が報告されている。また、ストレッチングは、筋⾁の緊張による傷害の予防にはなるが、
やり過ぎによる傷害を予防することはできないことを⽰唆する報告がある240)。これらのこ
とから、本プログラムは、静的ストレッチングのみの介⼊を⾏ったため、運動量が多い児
童に対して OSD の発症予防に限界があったと考えられる。 
 したがって、OSD 発症予防を効果的なものにするためには、静的ストレッチングの指導
と併⾏して運動時間の適正化に関する取り組みも重要であると考える。 

本研究の限界としてプログラム開始前にも対象児童に超⾳波検査を実施し、脛⾻粗⾯の
Stage 分類や無症状の OSD の脛⾻粗⾯の初期変化を確認できれば、本研究プログラムによ
る変化を正確に評価できていたと考える。 
 
５．まとめ 

OSD の好発年齢である⼩学５年⽣の時期に週５回 10 ヶ⽉間の下肢を中⼼としたストレ
ッチングプログラムが、OSD の罹患率減少に貢献した可能性が⾼く、OSD の発症予防に
有効であることを⽰した。これより、本プログラムは、柔軟性の低下が原因と考えられる
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⾻端症など成⻑期特有のスポーツ障害の発症予防につながる可能性があることが⽰唆され
た。 
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終章 運動器検診を効果的な保健管理・保健教育に活かすための保健調査票と 
   ストレッチングプログラムの提案 
 
１．各章の知⾒ 
 本研究では、運動器検診の課題解決を図りながら運動器検診を効果的な保健管理・保健
教育に活かすための⽅策を明らかにすることを⽬的として位置づけた。 

そこでまず、学校保健の中核となる養護教諭を対象としたアンケート調査および⼩学校
から⾼等学校段階までの運動器検診の結果を量的・質的に分析し、現⾏の運動器検診の到
達点と課題についての知⾒を得ることとした。その知⾒を踏まえたうえで、運動器検診が
児童⽣徒の運動器疾患の早期発⾒のスクリーニングとして機能しているのか、また、保健
調査票の項⽬から把握できる運動器の状態の変化が、保健教育として活⽤できるのか検証
した。運動器検診の結果を保健教育へと活⽤する際、「過度な運動・スポーツによる運動
器疾患・障害を抱える」児童⽣徒のみならず、運動不⾜などによって柔軟性の低下した児
童⽣徒の双⽅を対象とするために、従来から推奨されてきた静的ストレッチング241)242)に
注⽬した。 

本研究の課題に応える前に、まずは各章で得られた知⾒を整理する。第Ⅰ章および第Ⅱ
章では、運動器検診の実態と課題を明らかにした。第Ⅰ章では、以下のことを⽰した。学
校で実施される定期健康診断には時間的・⼈的な制約があり、多くの学校では、運動器の
専⾨でない⼩児科・内科などの学校医が運動器検診を実施している現状があり、慣れない
検診の実施に不安を感じることが多いと推察される。そのため学校保健の中核である養護
教諭によって、各学校の実情を踏まえた円滑な連携体制を築く必要があると考えられるが、
それには養護教諭による運動器検診の検査項⽬についての⼗分な理解が前提となる。つま
り、運動器検診の課題に取り組むためには、まず養護教諭が運動器検診の何に困難感を感
じているのかを明確にすることが求められる。それらの点が明確になれば、現状では意義
を⼗分理解できずマニュアル通りに実施されていない実態の改善につながり、学校医への
働きかけを含めた連携体制の構築にもつながると考えられる。そこで、学校の定期健康診
断の運営の中核となる養護教諭を対象として、運動器検診についてアンケート調査を実施
し、その結果を質的・量的分析をした。 

その結果、運動器検診が義務化されたことにより、児童⽣徒、保護者、養護教諭や学校
医の運動器に関する意識の向上や運動器疾患の早期発⾒に貢献した現状が⽰唆された。し
かし、整形外科医など専⾨家と学校との連携体制や保健調査票を含む実施⽅法の妥当性な
ど実施体制については課題があるため、スクリーニング精度が⾼い運動器検診の⽅法の確
⽴が重要であることが明らかになった。また、運動器検診の結果を踏まえた保健教育への
接続が不⼗分であることも課題としてあげられた。 

第Ⅱ章では、運動器検診のスクリーニング検査としての妥当性を、運動器の検査⽅法や
保健調査票の項⽬のスクリーニング精度に着⽬して検証した。 
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学校で実施される運動器検診においてスクリーニングされる主たる運動器疾患は、側弯
症と下肢の運動器障害であった。側弯症のスクリーニングに際して、事前にイラスト付き
の保健調査票で⽴位検査・前屈検査を正確に調査したうえで視診による⽴位検査・前屈検
査を実施することが望ましいことを明らかにした。下肢の運動器障害のスクリーニングに
ついては、疼痛症状とスポーツ活動状況を把握することが有効であった。また、校種が上
がるにつれ、柔軟性の低下など運動器機能不全を有する児童⽣徒が増加していた。機能不
全予防の観点から⼩学⽣の段階から運動習慣の適正化やストレッチングなどの保健教育を
実施していく必要があることが⽰された。 

第Ⅲ章では、第Ⅰ章で明らかとなったもう１つの運動器検診の課題である保健教育への
接続について焦点を当てた。第Ⅱ章では、校種が上がるにつれ疼痛症状や柔軟性の低下な
ど運動器機能不全を有する児童⽣徒が増加していたが、運動器機能不全の状態で運動を⾏
えば運動器外傷・障害を引き起こしやすい243)244)。そのため、その対策の⼀つとしてスト
レッチングが推奨されている245)246)。しかし、第Ⅰ章で論じたように、運動器検診の結果
を踏まえたストレッチング指導のマニュアルがなく対応に苦慮したという養護教諭の回答
があった。柔軟性の低下した児童⽣徒には、⼀般的に静的ストレッチングが推奨されてき
たため、第Ⅲ章では、予防の観点から柔軟性が低下し始める段階の⼩学⽣を対象として柔
軟性の向上など運動器障害の予防や改善を⽬的として学校で静的ストレッチングの指導を
⾏い、その効果を検証した。 

第Ⅲ章第１節では、⼩学⽣を対象としたセルフチェックシートの記述を分析し、ストレ
ッチングの効果を明らかにした。その結果、⼼⾝の状態と⽣活習慣の改善に静的ストレッ
チングが貢献している可能性を⽰された。ストレッチングに取り組んだ⽇数が多いほど下
肢を中⼼とした柔軟性が⾼くなる傾向があり、特に⼥⼦においては⼼⾝の状態の保持増進
に貢献したことが⽰唆された。児童のスポーツ障害の予防と⼼⾝の状態の保持増進のため
に⽣活習慣を整え、ストレッチングを習慣化することが重要であると考えられた。 

第Ⅲ章第 2 節では、学校現場に実⾏可能かつ効果的な静的ストレッチングの実施頻度を
明らかにすることを⽬的とした。学校現場においてストレッチングに取り組む時間は、学
級活動や体育の時間が想定されるため、時数の制限、担当する担任の負担を考慮する必要
がある。運動器検診の結果、異常が認められた児童には専⾨医の受診を勧めるなどの事後
措置を⾏ったが、それ以外の疾病の疑いのない児童に対して、柔軟性を⾼める静的ストレ
ッチングを実施し、その効果を実施頻度別に新体⼒テストの⻑座体前屈や運動器検診の結
果を⽤いて検証した。 

その結果、⼩学４年⽣を対象に学校で３ヶ⽉週３回の静的ストレッチングを実施するこ
とで、男⼥共に柔軟性の向上に効果があることが⽰された。特に、柔軟性が低い児童の⽅
が⾼い児童と⽐較してその効果が現れやすかった。ただし、本節のストレッチングの取り
組みでは、しゃがみ込みなどの基本動作や疼痛症状など運動器検診の結果の改善には⾄ら
なかった。したがって、実施頻度のみならず対象学年や実施期間について更なる検証が必
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要と考える。また、疼痛症状は様々な要因があるため、運動時間の適正化や整形外科医の
受診など個別指導を併⾏する必要性があると考えられる。 

第Ⅲ章第３節では、運動過多を背景とした児童のストレッチング指導の効果について扱
った。柔軟性の低下も含め運動器機能不全の原因として運動不⾜のみならず運動過多によ
る運動習慣の⼆極化が指摘されており247)、運動不⾜のみに焦点を当てた静的ストレッチン
グによる保健教育では限界があるからである。 

そこで、⼩学５年⽣を対象とした静的ストレッチングの指導を⾏い、発症頻度の⾼い⾻
端症であり成⻑期特有のスポーツ障害であるオスグッド病248)の発症に与える影響を明らか
にすることを⽬的とした。その結果、オスグッド病の好発年齢である⼩学５年⽣の時期に
週５回 10 ヶ⽉間の下肢を中⼼としたストレッチングプログラムが、オスグッド病の罹患率
減少に貢献した可能性が⾼く、オスグッド病の発症予防に有効であることを⽰した。本プ
ログラムが、柔軟性の低下が原因と考えられる⾻端症など成⻑期特有のスポーツ障害の発
症予防につながる可能性を⽰した。以上のことから、本研究オリジナルのストレッチング
プログラムは、学校での介⼊により運動器検診で明らかとなった運動器障害の発症予防や
運動器機能不全の対策となり得ることが⽰された。 
 
２．課題への応答 

本研究は、運動器検診の課題解決を図りながら運動器検診を効果的な保健管理・保健教
育に活かすための⽅策を明らかにすることを⽬的としている。運動器検診を効果的な保健
管理に活かすための課題として、整形外科医との連携体制が築けていないため、整形外科
医の専⾨的知⾒を活かせていないことや、スクリーニングの基準が曖昧であることが明ら
かとなった。整形外科医と学校の連携を⾼める体制づくりは、⾏政や教育委員会・医師会
など地⽅⾃治体が中⼼となって整形外科医が、運動器検診に参画することや養護教諭、教
職員、児童⽣徒や保護者を対象とした研修会など ICT の活⽤も含め体制づくりの⾒直しを
進めていくことが重要であると考える。 

次に、本研究の知⾒をもとにした運動器検診を効果的な保健管理・保健教育に活かすた
めの、保健調査票とストレッチングプログラムを提案する。 

 
（１）保健調査票の提案 
 運動器検診で活⽤される保健調査票は、健康診断の前に児童⽣徒の健康状態を把握し、
運動器検診がより的確に⾏われるとともに、診断の際の参考になるなど、運動器検診を円
滑に実施するために重要である249)。第Ⅱ章で、保健調査票の様式や項⽬に課題があること
がわかった。そこで、明らかとなった知⾒を踏まえて、保健調査票を提案する(資料)。 
 
１）保健調査票の様式 
 運動器検診の結果の判断や保存の負担を軽減するために、保健調査票は経年的に使⽤で
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きるようにすることや学校医や医療機関受診結果も把握できるようにすることが望ましい
と考えられる。保護者が記⼊しやすいような保健調査票を作成し、その精度をあげる⼯夫
が必要であることがわかった。記⼊欄を明確にすることや例を提⽰することで、保護者が
記⼊しやすく、記⼊漏れなどの確認もしやすくなる。 
 
２）保健調査票の項⽬ 
 学校の定期健康診断の役割の１つに疾病のスクリーニングがある。そのため、保健調査
票の項⽬は、スクリーニング検査の診断精度（感度・特異度）が⾼いことが望ましい。本
研究結果が⽰すように、運動器検診においてスクリーニングされる運動器疾患は、主に⼩
学校⾼学年以上の側弯症と下肢の運動器障害であった。側弯症はイラスト付きの保健調査
票で⽴位検査・前屈検査の４項⽬、下肢の運動器障害は疼痛症状の項⽬が感度・特異度共
に⾼かった。また、運動器障害と診断された児童⽣徒の約８割がスポーツに関連する部
活・クラブに所属していた。以上のことから、保健調査票の項⽬にイラスト付きの⽴位・
前屈検査の４項⽬と疼痛症状、運動歴を⼊れることが望ましいと考える。また、⽚脚⽴ち
やしゃがみ込みなど柔軟性など運動器の機能検査に関する項⽬は感度が低く、スクリーニ
ングの観点から優先度が低い項⽬であった。 

本研究では、提案した保健調査票を使っての検証はできていないが、今後、実践・検証
していきたいと考えている。 
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資料  本研究で得られた知⾒を基に作成した運動器検診⽤の保健調査票（⼩学⽣⽤）

82

♯
☌
ढ
⛘
痛
⛩

運 動 器 検 診 問 診 票
氏名（性別） 男・女 生年月日 （西暦） 年 月 日

学年・組・番号 １- ・ 2- ・ 3- ・ 4- ・ 5- ・ 6- ・

あてはまることがあれば〇を、

なければ斜線＼を記入してください。
例

小
１

小
２

小
３

小
４

小
５

小
６

現在または１年以内に、骨、関節、
靭帯のけがや故障で治療（整形外科、
接骨院、整体）を受けたことがある。

ある場合は、病名を記入してくださ
い。

〇

病 名

左足首骨折

肘内障

骨・関節・筋肉など体に痛みがある。

ある場合は、部位を記入してくださ
い。

〇

部 位

左膝

胸郭（胸の骨格）や足など体のかた
ちで気になるところがある。
ある場合は、部位を具体的に書いて
ください。例）足・胸郭

〇

部 位

右足

①肩の高さに
左右差がある

②ウエストの
くびれ方に
左右差がある

③肩甲骨の高さに
左右差がある

④前屈したときに
背中の高さに
左右差がある

〇

①おじぎした時に

痛みがある

②上体を後ろに反ら

した時に痛みがある

①両腕を垂直に

挙げられない

②肘の曲げ伸ばしに

左右差がある

①かかとを床につけ
たまましゃがむこ
とができない

②５秒以上片脚立ち

ができない

現在、日常的に取り組んでいる
運動はありますか。
（スポーツクラブ等の習い事も含む）

〇

運動名

水泳

野球

所見

(学校医記入)

異
常
な
し

経
過
観
察

要
精
査

受診
結果

小

１

2.体の痛み

3.変形

4.背骨の変形

5.腰痛

6.腕の動き

7.脚の動き

9.その他

小

２

2.体の痛み

3.変形

4.背骨の変形

5.腰痛

6.腕の動き

7.脚の動き

9.その他

小

３

2.体の痛み

3.変形

4.背骨の変形

5.腰痛

6.腕の動き

7.脚の動き

9.その他

小

４

2.体の痛み

3.変形

4.背骨の変形

5.腰痛

6.腕の動き

7.脚の動き

9.その他

小

５

2.体の痛み

3.変形

4.背骨の変形

5.腰痛

6.腕の動き

7.脚の動き

9.その他

小

６

2.体の痛み

3.変形

4.背骨の変形

5.腰痛

6.腕の動き

7.脚の動き

9.その他

♰
☌
変
形

９．その他、背骨や手足で気になることがありましたら、ご記入ください。 学年

(R4.4)

②

① ②

②

①

♱
☌
ଂ

⛘
変
形

♲
☌



♳
☌
෭
⛘
動
⚷

♴
☌
脚

⚬

⛁

⛘
動
⚷

①

♮
☌
Ы
̓
ථ

♵
☌
˕

ථ
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（２）ストレッチングプログラムの提案 
 運動器検診を活⽤した保健教育として、運動器検診で明らかとなった運動器機能不全の
対策として⼩学⽣を対象としたオリジナルのストレッチングプログラムを考案・実践し、
その効果を検証した。その結果、オリジナルのストレッチングプログラムを実施し、児童
にストレッチングの習慣化を促すことが、柔軟性の向上だけではなく、⼼⾝の保持増進に
効果的であることがわかった。また、運動過多の児童に対しても、スポーツ障害の発症予
防となり有効であることがわかった。 

以下、ストレッチングプログラムを実施するうえで必要な⼯夫を述べる。本研究は、複
数のクラスでの実施であり、指導者による実施⽅法の違いを少なくするためにストレッチ
ング指導⽤の DVD などを作成し指導した。児童の集中⼒や担当する担任の負担などを考
慮し、実施するストレッチングは、６種類前後・約３分間の実施時間にし、継続しやすく
した。また、ストレッチングを実施する際には、勢いをつけずにゆっくり伸ばすこと、息
を吐きながら伸ばすこと、痛くなるまで無理をして伸ばさない（けがをしているときはし
ない）、伸びているところを意識して伸ばすことを特に注意して指導を⾏った。 
 実施しているストレッチングプログラムが適切に実施できているかを確認するために、
定期的に評価することが⼤切である。柔軟性への評価は、新体⼒テストの⻑座体前屈の結
果や運動器検診のしゃがみ込みや肩の柔軟性の結果を⽤いることができる。また、児童⽣
徒⾃⾝にセルフチェックシートを⽤いて評価する⽅法もある。この場合は、⾃⼰申告のた
め評価の精度が低くなる可能性があるが、ストレッチングの効果を実感するなど⾃分の⾝
体の状態を振り返る機会となり得るため、⾃⼰管理能⼒の育成につながると考える。セル
フチェックシートを実施する場合は、先⾏研究より学期１回の実施が適切だと考える250)。 

しかし、学校でのストレッチングの指導は、他の教育課程の影響などを様々な事柄を⼗
分に考慮しなければならない。児童⽣徒がストレッチングを習慣化するための効果的な指
導⽅法については、引き続き検証していく必要がある。 

また、ストレッチングのみの介⼊では、スポーツ障害の予防や児童⽣徒の運動器の保
持・増進に限界があることも⽰された。したがって、運動時間の適正化や整形外科医への
受診など個別指導などストレッチング以外の指導とストレッチングプログラムと併⾏して
の対策が必要と考えられるため、それらについても実践し検証していく必要があると考え
られる。 

最後に、近年の GIGA スクール構想による教育のデジタル化をふまえ学校と整形外科医
など運動器の専⾨家との連携体制、保健調査票やストレッチングプログラムも ICT を活⽤
することにより事務的な負担の軽減ばかりでなく質の⾼い保健管理・保健教育につながる
と考えられるため、今後、検証していくことが必要である。
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脚注 
 
※１ 第Ⅱ章は「津島愛⼦、三村由⾹⾥、林正典.(2021).学校の定期健康診断でスクリーニ
ングされる児童⽣徒の運動器疾患と保健調査票の妥当性の検証.⽇本整形外科スポーツ医学
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